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【研究要旨】 

若年性認知症（YOD）は 65 歳以上の高齢者認知症に比べ実数は少ないが、この年代で発

症することによる医療上、介護上の特性や課題が存在する。医療上の課題について昨年度

から継続して認知症疾患医療センターへの調査を行った。検査・診療体制に関しては令和

5 年度とほぼ同様であった。令和６年度はレカネマブによる治療についても調査を行っ

た。診断後支援に関しては多くの認知症疾患医療センターで就労支援や障害福祉サービ

スに関する支援は少ないものの、多様な支援が行われていることが明らかとなった。YOD

診断後支援の在り方に関する文献レビューを行い、「若年性認知症の診断後支援ガイド

（仮称）」の骨子案を作成した。支援の課題については全国の就労継続支援事業所、認知

症地域支援推進員、若年性認知症支援コーディネーター（支援 C）を対象にアンケート調

査を行った。YOD の人が自分らしく地域で生活し続けるためには、社会全体での YOD

の認知度向上とともに、ワンストップの相談窓口（＝支援 C）を明確にし、支援 C と医

療・福祉・労働など多職種による連携体制の強化と、支援の継続性・専門性の確保が求め

られる。就労については従業員に YOD が疑われる状況が生じた場合，企業内では対応経

験がないことが想定されるため、普段から相談できる体制等連携した取り組みが望まれ

る。また、人事管理者及び衛生管理者を対象とした具体的な事例の提示が、研修の拡大に

つながると考える。当事者・家族に対する診断時の主治医からの説明においては、診断・

治療に加えて日常生活ついての説明を希望していた。当事者家族の状況を理解し支援す

ることが望まれる。情報提供に関する検討では若年性認知症本人・家族の情報ニーズは高

く、診断前後で求められる情報が異なることが示唆された。特に、診断直後は病状の情

報、診断後は生活支援に関する具体的な情報が必要とされていた。本人、家族の情報ニー

ズからは、両群とも医療や介護、社会的資源に関する情報ニーズが高く、情報提供支援の

必要性が示唆された。 

【研究分担者】 

粟田主一 東京都健康長寿医療センター・認知症未来社会創造センター センター長 

武田章敬 国立長寿医療研究センター もの忘れセンター長 

齊藤千晶 認知症介護研究・研修大府センター 研究主幹 

表 志津子 金沢大学医薬保健研究域保健学系 教授 

李 相侖 認知症介護研究・研修大府センター 研究部長 
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A. 目的 

若年性認知症は 65 歳未満で発症する認

知症の総称で、2017 年の調査では全国にお

ける若年性認知症者数は、3.57 万人と推計

されている。65 歳以上の高齢者認知症に比

べ実数は少ないが、この年代で発症するこ

とによる医療上、介護上の特性や課題が存

在する。医療上は発見、診断の遅れ、初診後

の支援体制の不備があげられる。異常には

気が付くが認知症としての特徴に乏しく、

初期には認知症と診断されにくい。さらに

発見・診断の遅れや社会資源の利用が進ま

ない背景には本人家族の診断への不安や受

け入れの困難さ、就労や家事育児の継続が

困難になることによる生活の破綻があり、

経済的、心理的な負担が大きい。認知症施策

推進大綱においてはワンストップで相談が

できる、若年性認知症支援コーディネータ

ー（以下支援コーディネーター）を全都道府

県、指定都市に設置し支援を進めており、若

年性認知症のステージに対応した診断治療

及び支援が適時適切に行われていると考え

られるが、その実態調査は十分でない。 

本研究では若年性認知症のステージに応じ

た医療提供、支援体制に関する実態調査を

行い、切れ目のない支援体制の構築につな

がるデータを提供する。またそのためには

継続的に患者の状況を把握し、一方では患

者・家族の情報源となるような登録・情報提

供システムの構築が必要となる。 

 

B. 研究方法 

（１）若年性認知症における医療上の課題

に対する調査 

研究分担者 武田は 1 年目で全国の認知

症疾患医療センターにおける若年性認知症

の受診、診断、治療、診断後支援、継続診療

等の状況を明らかにするための調査票を作

成認知症疾患医療センターの医師、精神保

健福祉士、研究者、行政職等とともに調査票

案を作成し、一部地域の認知症疾患医療セ

ンターを対象として予備的な調査を行い、

確定させた。（研究 1）。この質問票を用いて

全国の認知症疾患医療センターを対象に郵

送法による無記名自記式質問紙調査を行っ

た（研究 2）。 

研究分担者 粟田は令和 6 年度は，令和

5 年度に全国の認知症疾患医療センターを

対象に実施した実態調査の際に使用した 6

領域 24 項目のチェックリスト調査結果を

踏まえて若年性認知症診断後支援の在り方

に関する文献レビューを行い、「若年性認知

症の診断後支援ガイド（仮称）」の骨子案を

作成した。 

研 究 方 法 ： ２ つ の Research 

Question(RQ):「RQ1：年齢によらず、認知

症の診断後支援として実施されるべきこと

は何か」「RQ2：若年性認知症の診断後支援

として実施されるべきことは何か」を立て

て、PubMed と医学中央雑誌（医中誌）を

用いて文献検索を行い、RQ に関係する論文

を選定して，文献レビューを行った。 

 

（２）若年性認知症の介護支援での課題に

対する調査 

研究分担者 齊藤は、若年性認知症

（YOD）の人のニーズに合わせた必要なサ

ービスを明らかにするとともに、若年性認

知症支援コーディネーター（支援 C）を含

む既存サービスの有効な調整方法を提示す

ることを目的とする。今回は全国の就労継

続支援事業所（事業所）、認知症地域支援推
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進員（推進員）、支援 C を対象にアンケート

調査を実施した。各調査の分析対象は【調査

1】事業所 21,932 か所から 1 次調査 3,100

名（有効回収率 14.5％）および 2 次調査 272

名（有効回収率 63.6％）、【調査 2】推進員

1,905 名（石川県の 6 か所、推進員の配置の

ない 19 市を除く）から、718 名（有効回収

率 37.7％）、【調査 3】支援 C159 名から 82

名（有効回収率 51.6％）とした。 

研究分担者 表は企業における若年性認

知症の就労支援に関する支援体制の実態，

及び当事者・家族における診断前後からそ

の後の相談支援や経済的負担の実態につい

て明らかにすることを目的とした。令和 6

年度，企業へは Web 調査により，若年性認

知症に関する企業の研修や支援体制，及び

若年性認知症の従業員について，主治医と

の連携，職場内・外の支援，事業場内の支援

体制や就労継続等を調査した。当事者家族

へは，郵送調査により，診断からサービス利

用までの期間に焦点をあて，受診に際して

の相談，主治医からの説明や相談支援の実

態等を調査した。 

（３）若年性認知症の人と家族を支える情

報提供・登録システムの検討 

研究代表者の鷲見は研究の統括、倫理委

員会への申請を行うとともに研究分担者の

李と共同して若年性認知症の人および家族

への情報提供システムの検討を行った。認

知症の症状や医療、介護等の社会資源に関

する情報は増加しているものの、若年性認

知症の人が必要とする情報に関しては知見

が乏しい。本研究では、若年性認知症本人や

家族が求める情報の種類、情報収集のタイ

ミングや方法を明らかにし、本人と家族等

間における情報ニーズの比較を行った。研

究方法：就労継続支援事業所や認知症地域

支援推進員、若年性認知症支援コーディネ

ーターの合計 2,251 か所に調査票を送付し、

現在支援中の本人又は家族への配布を依頼

した。調査項目は、先行研究を参考に、困っ

たことや、医療、介護、経済的支援、社会資

源、健康等 13種類の情報について、情報収

集の時期（診断前・直後、進行後、時期に関

係なく）、収集方法を尋ねた。収集方法は、

若年性認知症支援コーディネーター、知人、

医療、行政機関、チラシ、書籍、インターネ

ットとした。 

（倫理面での配慮） 

Ⅰ．研究の対象とする個人の人権擁護 

本研究の実施にあたっては、ヘルシンキ宣

言（2008年 10月）の精神を遵守し、かつ

本研究実施計画書並びに「人を対象とする

生命科学、臨床研究に関する倫理指針」（令

和 3年 3月 23 日）に遵守して実施する。 

 

Ⅱ．研究の対象となる者（本人又は家族）

の理解と同意 

本研究の調査対象者には調査票にこの

研究への参加の意思を確認する項目を用

意するとともに、調査の内容説明書を送付

する。内容説明書には、次の内容を含むも

のとする：研究の目的および意義、研究期

間、調査内容、選定された理由、本研究に

参加する場合の費用、予測されるリスク及

び利益、本研究への参加に対する自由、同

意しないこと又は同意を撤回することに

よる不利益な取扱いを受けない旨、情報の

公開方法、個人情報の取扱い、情報の保管

および廃棄の方法、利益相反、連絡先と相

談窓口、将来の研究のためのデータ活用の

可能性について。同意の取得にあたっては、
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事前に社会福祉法人仁至会の倫理・利益相

反委員会で承認の得られたアンケート調

査用紙と内容説明書を対象者に郵送し、人

を対象とする生命科学・医学系研究に関す

る倫理指針ガイダンスに基づき、確認欄へ

のチェックおよび回答と返送をもって適

切な同意を得たものとする。対象者の同意

に影響を及ぼすと考えられる情報が新た

に得られた場合や、対象者の同意に影響を

及ぼすような実施計画等の変更が行われ

る場合は、速やかに対象者に情報提供する。

またヒアリング調査の際には本研究で新

しく取得する情報に要配慮個人情報が含

まれる。そのため、インフォームド・コン

セントのもとに、協力に同意した者のみを

対象に行い、口頭及び書面にて同意を得る。

また、同意はいつでも任意に撤回できる旨

を伝える。 

 

Ⅲ．研究によって生ずる個人への不利益並

びに危険性と医学上の貢献の予測 

調査研究が中心であり、個人への不利益は

なく侵襲もないため大きな不利益、危険性

はないと考えられるが、研究に参加するこ

とにより本人、家族に参加するための時間

をとっていただくことが負担となる。 

研究結果 

研究代表者 鷲見：2024年 3月 7日に令

和 5年（2023年）度第 3回班会議、2024

年 5月 31日に令和 6 年度（2024年）第 1

回班会議を、12月 3 日に第 2 回班会議を

2025年 3月 7日に第 3回班会議を開催し

た。この間、新しい調査票を追加した研究

計画書を作成し 2024 年 8月社会福祉法人

仁至会倫理・利益相反委員会に申請。8月

30日に承認を受けた。研究分担者李 相侖

とともに、若年性認知症の人の情報提供シ

ステムの検討を行った。 

研究分担者 武田：レカネマブによる治療

が初回投与から可能と回答した医療機関は

33%、継続投与のみ可能と回答した医療機関

は 25％であった。令和 6 年 9 月 30 日まで

にレカネマブによる治療を開始した患者数

は 0人が最も多く、次いで 1-5人、6-10人

の順であった。そのうち 65歳未満の患者数

も 0 人が最も多く、1-5 人、6-10 人と続い

た。レカネマブ治療に関わる他の医療機関

との連携状況については「レカネマブ治療

可能な医療機関への紹介」が最も多く、「レ

カネマブ治療を行う他の医療機関と連携し

ている」の回答が次に多かった。レカネマブ

治療と経済支援制度の利用に関する方針と

しては「自立支援医療制度の利用を勧める」

の回答が最多であり、「レカネマブ適応者は

対象としていない」の回答が次に多かった。

レカネマブ治療中の患者およびレカネマブ

の対象とならない患者への支援では、就労

支援や福祉的就労、障害福祉サービスの利

用に関する支援やリハビリテーションを行

っていると回答した医療機関が少なかった。   

研究分担者 粟田：RQ1 については、

PubMedで 17件、医中誌で 5件（原著論文）

の文献がヒットした。これらのうち，認知症

の診断後支援全般のモデルを考える上で有

用と思われる論文12報を採用して文献レビ

ューを行い、RQに対する回答を文書化した。

RQ2については、PubMedでは 24件がヒット

し、このうち 20件を採用した。医中誌で 12

件がヒットし、このうち 7 件を採用した。

PubMed 検索で採用された論文の内容は，1) 

今日の若年性認知症診断後支援の問題点を

指摘するもの、2）診断後支援全般の在り方
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に関するもの、3) 家族の情報的サポートと

心理的サポートに関するもの、4) 就労支援

と経済的支援に関するもの、5) 本人の心理

的サポートに関するものに大別された。ま

た、医中誌検索で採用された論文の内容は、

1)全国レベルの実態調査から得られた若年

性認知症の本人・家族のニーズに関するも

の、2)全国の認知症疾患医療センターで実

施されている若年性認知症診断後支援の内

容を把握したもの、3)若年性認知症の本人・

家族のヒアリング調査から得られた本人・

家族の支援ニーズに関するもの、4)一医療

機関での経験から把握された必要とされる

診断後支援に内容に関するものに大別され

た。 

研究分担者 齊藤：結果：【調査 1】B型事

業所での受け入れが多かったが、実際には

YODの人の利用申し出自体が少なかった。ま

た、支援 C の認知度は低いが、連携してい

る場合、本人や家族等へ具体的な成果があ

った。介護保険サービスとの併用利用では

基本的 ADL低下が主要因であった。【調査 2】

支援 C の認知度は高いが、個別ケース以外

での連携は少なく物理的距離が連携の障壁

であった。個別支援では連携により本人や

家族等へ具体的な成果があった。【調査 3】

個別相談や周知・啓発などの多岐に渡る業

務を担う一方で、産業医や企業への周知の

難しさや、地域住民・関係機関への認知度の

低さなどの課題があった。支援 C も併用利

用に関与し、その理由は事業所と同様であ

った。調整先の専門職の YOD の理解や対応

が十分でない場合、支援の継続が求められ

た。研究分担者 表：企業への調査は 806名

を分析対象とした。回答者は，「人事担当者」

80.5%が最も多く、業種は「製造業」が 25.9％、

「保健衛生業」18.2％の順に多かった。従業

員が心身の変調をきたした場合に「人事部

門と産業保健スタッフが連携して対応して

いる」と回答した企業は 64.1％、「企業内で

若年性認知症に関する研修を実施」した経

験のある企業は 2.1％であった。38 社が若

年性認知症従業員の経験があった。当事者

家族への調査は、144名を分析対象とした。

診断時の主治医からの説明においては、「診

断・治療に関する説明」は 8 割以上の者が

あったと回答した。一方，「日常生活上の留

意点」では5割、「利用可能な制度に関して」

は 3割であった。説明に対して、【診断以外

に説明がなく見通しがもてない】【診断後の

生活への提案がほしい】、【今後どうしてよ

いかわからない】という意見があった。 

研究分担者 李：回収数は 219件で、有効

回答数は 148 件であった。回答者は本人が

26.1%、配偶者が 50.7%であった。困ったこ

ととしては、認知症の進行、経済状況への不

安、社会参加の場の不足があげられた。情報

収集の経験からは、全 13種類の情報におい

て 6 割以上が情報収集の経験があり、病気

の進行、治療方法、初期症状は上位３位であ

った。情報収集のタイミングは、症状や疾患

の情報は診断直後、初期症状や専門医の情

報は診断前も 3 割以上を示した。介護サー

ビス、経済的な支援、就労相談は、診断後や

進行後の回答が多かった。収集方法は、症

状・疾患は医療機関や web、介護や社会的資

源は行政機関、就労相談や地域資源は若年

性認知症支援コーディネーターからも取得

が多かった。健康情報は web でお出かけ場

所等の情報取得の傾向が見られた。本人と

家族・その他の情報ニーズにおいて、初期症

状、介護保険サービス、全般的な介護総合窓
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口、介護方法、家族会に関する情報は両群で

有意な差が見られた。社会資源などの項目

における両群の差は認められなかった。 

C.考察 

研究分担者 武田：認知症疾患医療セン

ターにおける検査・診療体制に関しては令

和 5 年度とほぼ同様であった。令和６年度

はレカネマブによる治療についても調査を

行ったが、初回投与から可能と答えた医療

機関が 33％、継続投与のみ可能と回答した

医療機関が 25％であった。診断後支援に関

しては多くの認知症疾患医療センターで就

労支援や障害福祉サービスに関する支援は

少ないものの、多様な支援が行われている

ことが明らかとなった。 

研究分担者粟田：わが国の認知症疾患医

療センターにおける若年性認知症診断後支

援の実態調査、個別事例の分析、国内外の文

献レビューの結果を踏まえて、「認知症疾患

医療センターにおける若年性認知症診断後

支援ガイド」の骨子案を作成した．この骨子

案を踏まえて、令和 7 年度は、コンセンサ

ス・パネルを設置し、この領域の専門家や関

係者の意見を聴取しながら、エキスパート・

コンセンス・ガイドとしての手引きの最終

版を完成させる予定である。 

研究分担者 齊藤：結果を踏まえ、今後

必要なことを整理すると【調査 1】①若年性

認知症に関する正確な情報の周知および相

談機関の認知度の向上、②支援コーディネ

ーターの役割・配置先・連携方法の理解促進、

③研修機会の提供を通じた職員の対応力強

化、④障害福祉と介護保険制度の円滑な連

携体制の構築があり、YODの人が安心して就

労継続支援事業所を利用できるよう、情報

提供、支援体制の整備、制度間の連携強化が

求められた。【調査 2】①地理的要因による

連携の困難さへの対応として、支援 C の配

置や連携方法の検討、②医療・介護に限らず、

労働・障害などの他分野を含めた包括的な

連携体制の整備、③早期からの制度・サービ

スの活用促進できるよう、都道府県・指定都

市の後方支援のあり方も検討【調査 3】①関

係機関との連携強化、②地域社会への啓発

活動の推進、③業務負担の軽減と支援体制

の整備。 

研究分担者 表：症状に応じた適切な職

場環境の調整や業務内容の見直しが必要と

なるが、多くの事業所では具体的な対応策

の知識や経験が不足していることが本研究

から示唆された。早期発見・適切な対応のた

めの予備的知識を得る必要性を周知するこ

と、具体的な事例の提示が、研修実施につな

がると考える。また、診断時の支援について

は、主治医から、診断・治療への説明に加え

て、今後の見通しが持てるような生活への

具体的な提案の必要性が示唆された。 

研究分担者 李：診断前後を通じて医療

に関する情報、診断後は介護や経済的支援

に関する情報を必要としていることが明ら

かになった。情報の収集方法は、webが幅広

く活用されている一方で、専門家や行政機

関からの情報提供も求められていた。本人、

家族等で情報ニーズの違いはあるものの、

社会資源等においては両群ともニーズが高

かった。若年性認知症の人に対する支援に

おいて、多様な情報を整備し、ニーズに合わ

せた適切な時期の情報提供体制の重要性が

示唆された。 

Ｅ．結論 

（１）若年性認知症における医療上の課題

に対する調査では、現在、認知症疾患医療
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センターで実施されている若年性認知症

の診療および新たな抗アルツハイマー病

薬による治療の現状が明らかになった。抗

アルツハイマー病薬の使用が可能となっ

てからまだ 1 年の経過のため、今後も調査

を継続して行う必要があると思われる。ま

たわが国の認知症疾患医療センターにお

ける若年性認知症診断後支援の実態調査、

個別事例の分析、国内外の文献レビューの

結果を踏まえて、「認知症疾患医療センタ

ーにおける若年性認知症診断後支援ガイ

ド」の骨子案を作成した．この骨子案を踏

まえて、令和 7 年度は、コンセンサス・パ

ネルを設置し、この領域の専門家や関係者

の意見を聴取しながら、エキスパート・コ

ンセンス・ガイドとしての手引きの最終版

を完成させる予定である。 

（２）若年性認知症の介護支援での課題に

対する調査では、YOD の人が自分らしく

地域で生活し続けるためには、社会全体で

の YOD の認知度向上とともに、ワンスト

ップとした相談窓口（＝支援 C）を明確に

し、支援 C と医療・福祉・労働など多職種

による連携体制の強化と、支援の継続性・

専門性の確保が求められる。また従業員に

若年性認知症が疑われる状況が生じた場

合、企業内では対応経験がないことが想定

されるため、普段から相談できる体制等連

携した取り組みが望まれる。また、人事管

理者及び衛生管理者を対象とした具体的

な事例の提示が、研修の拡大につながると

考える。当事者・家族に対する診断時の主

治医からの説明においては、診断・治療に

加えて日常生活ついての説明を希望して

いた。説明があった内容については 8 割以

上の者が理解できたと回答していること

から、当事者家族の状況を理解し支援する

ことが望まれる。 

今後は結果を詳細に分析し、企業・家族の現

状に基づいた支援について提言する。 

（３）若年性認知症の人と家族を支える情

報提供に関する検討では若年性認知症本

人・家族の情報ニーズは高く、診断前後で求

められる情報が異なることが示唆された。

特に、診断直後は病状の情報、診断後は生活

支援に関する具体的な情報が必要とされて

いた。本人、家族の情報ニーズからは、両群

とも医療や介護、社会的資源に関する情報

ニーズが高く、情報提供支援の必要性が示

唆された。 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 
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研究要旨 

研究目的：本研究の目的は、認知症疾患医療センターにおける若年性認知症診断後支援

の手引きを作成することにある。この目的を達成するために、令和 6年度は、令和 5年

度に全国の認知症疾患医療センターを対象に実施した実態調査の際に使用した 6領域 24

項目のチェックリスト調査結果を踏まえて若年性認知症診断後支援の在り方に関する文

献レビューを行い、「若年性認知症の診断後支援ガイド（仮称）」の骨子案を作成した。 

研究方法：２つの Research Question(RQ):「RQ1：年齢によらず、認知症の診断後支援と

して実施されるべきことは何か」「RQ2：若年性認知症の診断後支援として実施されるべき

ことは何か」を立てて、PubMed と医学中央雑誌（医中誌）を用いて文献検索を行い、RQ

に関係する論文を選定して、文献レビューを行った。 

研究結果：RQ1については、PubMedで 17件、医中誌で 5件（原著論文）の文献がヒット

した。これらのうち、認知症の診断後支援全般のモデルを考える上で有用と思われる論文

12 報を採用して文献レビューを行い、RQ に対する回答を文書化した。RQ2 については、

PubMedでは 24件がヒットし、このうち 20件を採用した、医中誌で 12件がヒットし、こ

のうち 7件を採用した。PubMed検索で採用された論文の内容は、1) 今日の若年性認知症

診断後支援の問題点を指摘するもの、2）診断後支援全般の在り方に関するもの、3) 家族

の情報的サポートと心理的サポートに関するもの、4) 就労支援と経済的支援に関するも

の、5) 本人の心理的サポートに関するものに大別された。また、医中誌検索で採用され

た論文の内容は、1)全国レベルの実態調査から得られた若年性認知症の本人・家族のニー

ズに関するもの、2)全国の認知症疾患医療センターで実施されている若年性認知症診断

後支援の内容を把握したもの、3)若年性認知症の本人・家族のヒアリング調査から得られ

た本人・家族の支援ニーズに関するもの、4)一医療機関での経験から把握された必要とさ

れる診断後支援に内容に関するものに大別された。 

考察と結論：わが国の認知症疾患医療センターにおける若年性認知症診断後支援の実態

調査、個別事例の分析、国内外の文献レビューの結果を踏まえて、「認知症疾患医療セン

ターにおける若年性認知症診断後支援ガイド」の骨子案を作成した。この骨子案を踏まえ

て、令和 7 年度は、コンセンサス・パネルを設置し、この領域の専門家や関係者の意見を

聴取しながら、エキスパート・コンセンス・ガイドとしての手引きの最終版を完成させる

予定である。 
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A. 研究目的 

 本研究の目的は、認知症疾患医療セン

ターにおける若年性認知症の診断後支援

のモデルを示し、認知症疾患医療センタ

ーにおける若年性認知症診断後支援の手

引きを作成することにある。この目的を

達成するために、令和 6 年度は、令和 5 年

度に全国の認知症疾患医療センターを対

象に実施した「若年性認知症診断後支援

の実態調査」の際に使用した 6 領域 24 項

目のチェックリストと実態調査の結果を

踏まえて、若年性認知症診断後支援のモ

デルや在り方に関する国内外の文献レビ

ューを行い、「若年性認知症の診断後支援

ガイド（仮称）」の骨子案を作成した。 

 

B. 研究方法 

以下の２つの Research Question(RQ)の

下で文献レビューを行った。 

RQ1：年齢によらず、認知症の診断後支援

として実施されるべきことは何か。 

PubMed と医学中央雑誌を用いて以下

の検索式で文献検索を行い、タイトル及

び抄録から RQ1 に関連する論文を選定し

た。文献スタイルから、ケースレポートと

会議録は除外し、和文論文は原著論文に

限定した。論文の出版期間は限定しなか

った。 

 (("dementia"[MeSH Terms] OR 

"dementia"[All Fields] OR 

"dementias"[All Fields] OR "dementia 

s"[All Fields]) AND "post-diagnostic 

support"[All Fields]) AND 

((classicalarticle[Filter] OR 

clinicalstudy[Filter] OR 

clinicaltrial[Filter] OR meta-

analysis[Filter] OR 

randomizedcontrolledtrial[Filter] OR 

review[Filter] OR 

systematicreview[Filter]) （最終検索

日：2025 年 3 月 31 日） 

 医学中央雑誌： ((((認知症/TH or 認

知症/AL) and (診断後支援/AL)) and 

(PT=会議録除く ))) and (PT=原著論

文)) （最終検索日：2025 年 3 月 31

日） 

RQ2：若年性認知症の診断後支援として

実施されるべきことは何か。 

PubMed と医学中央雑誌を用いて以下

の検索式で文献検索を行い、タイトル及

び抄録から RQ2 に関連する論文を選定し

た。文献スタイルから、会議録は除外した。

論文の出版期間は限定しなかった。 

 PubMed:(("young-onset"[All Fields] 

OR "early-onset"[All Fields]) AND 

(("dementia"[MeSH Terms] OR 

"dementia"[All Fields] OR 

"dementias"[All Fields] OR "dementia 

s"[All Fields]) AND "post-

diagnostic"[All Fields] AND 

("support"[All Fields] OR "support 

s"[All Fields] OR "supported"[All 

Fields] OR "supporter"[All Fields] OR 

"supporter s"[All Fields] OR 

"supporters"[All Fields] OR 

"supporting"[All Fields] OR 

"supportive"[All Fields] OR 

"supportiveness"[All Fields] OR 

"supports"[All Fields]))) （最終検索

日：2025 年 3 月 31 日） 

 医学中央雑誌：（若年性認知症 and 診

断後支援）and (PT=会議録除く)（最
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終検索日：2025 年 3 月 31 日） 

（倫理面への配慮） 

本研究全体の実施にあたっては社会福

祉法人仁至会認知症介護研究・研修大府

センター倫理員会の承認（0503）を得ると

ともに地方独立行政法人東京都健康長寿

医療センター倫理委員会の承認（R23-105）

を得た。  

 

C. 研究結果 

RQ1：年齢によらず、認知症の診断後支援

として実施されるべきことは何か。 

PubMed で 17 件、医中誌で 5 件の文献

がヒットした。これらのうち、認知症の診

断後支援全般のモデルを考える上で有用

と思われる論文 12報を採用して文献レビ

ューを行った。採用論文から得られた RQ

に対する回答は以下のとおりである。 

「認知症の診断後支援」は比較的新し

い用語である。その嚆矢は、スコットラン

ドの認知症当事者組織であるスコットラ

ンド認知症ワーキンググループ(SDWG)

の提案に基づいて作成された「5 つの柱の

支援モデル」であろう 1）。このモデルは、

認知症と診断された直後から少なくとも

1 年間、リンクワーカーが「病気の理解と

症状のマネジメント」「地域とのつながり」

「ピアサポート」「将来の意思決定に関す

る計画」「将来のケアの計画」に関する支

援を提供するものである。スコットラン

ド政府は 2013年よりその実施率をスコッ

トランド認知症国家戦略のアウトカム指

標として採用している。 

その後、「認知症の診断後支援」のあり

方は、診断後の本人・家族の不安・抑うつ・

社会的孤立・絶望等への支援 2、3)を含むよ

り統合的で包括的な支援に発展した 4-6)。

Bamford ら 5)は、英国のイングランドとウ

ェールズの認知症者、介護者、事業所管理

者、支援スタッフを対象にインタビュー

調査を実施し、認知症の診断後支援の

good practice の構造を図 1 のように整理

している。すなわち、認知症とともに生き

る道のりは疾患や生活状況によって多様

であることから、認知症者及び家族の両

者に対して、「現在及び将来のニーズを適

切なタイミングで同定しマネジメントす

ること」を前提に、「認知症の理解とマネ

ジメント」（認知症者と家族の両者に、病

気についての情報、今後起こり得ること

に関する情報、できる限り良い状態で暮

らすための方法に関する情報を提供する

こと）、「心理的・情緒的ウェルビーイング」

（不安や抑うつなどの心理的症状に対す

る支援を行うとともに、ピア・サポート、

社会的活動、レジャー、対人関係の支援を

通して、その人のアイデンティティや生

きがいを維持すること）、「プラクティカ

ルな支援」（認知症者及びケアラーが可能

な限り自立的にかつ安全に暮らせるよう

にすること）に関する支援を、疾病の全経

過にわたって統合的に提供すること（「支

援の統合」：そのためのメカニズムとして

「相談窓口や専門職の設置」「ケア・コー

ディネーション」「ケアの場の移動のため

のマネジメント」がある）であるとしてい

る。2022 年に国際アルツハイマー病協会

7)は、「認知症の診断後支援とは、認知症

と診断された後の、認知症者と家族の身

体的・社会的・心理的なウェルビーイング

の促進を目的とする、さまざまなフォー

マル及びインフォーマルなサービスと情
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報提供を含む包括的な用語である」と定

義している。 

認知症者を対象に「認知症の診断後支

援」の効果を検証した研究は少ない。英文

誌では RCT が 1 件報告されており、それ

によれば、リカバリーにフォーカスをあ

てた 6 か月間の精神医学的介入が WHO

精神健康状態表（WHO-5）で評価された

ウェルビーイングを有意に改善させたと

報告している 8）。和文誌では、認知症の診

断後支援に関する原著論文が 5 件 9-13）抽

出されたが、いずれも認知症疾患医療セ

ンターにおける診断後支援の実態に関す

る調査であった。 

RQ2：若年性認知症の診断後支援はどの

ようになされるべきか 

＜PubMedによる検索＞ 

PubMedでは24件の論文がヒットした。

このうち、RQ に直接関連しない 4 件を除

外した残る 20件の論文についてレビュー

した。最も古いものは 2018 年の論文であ

った。国別の内訳は、英国の研究が 12件、

オランダとオーストラリアの研究がそれ

ぞれ 2 件、イタリア、アイルランド、スウ

ェーデン、日本の研究がそれぞれ 1 件で

あった。研究の手法は、質的研究が 13件、

量的研究が 3 件、混合研究法による研究

が 2 件、文献レビューが 3 件であった。

診断後支援に関するテーマから見ると、

各論文は、1) 今日の若年性認知症診断後

支援の問題点を指摘するもの、2）診断後

支援全般の在り方に関するもの、3) 家族

の情報的サポートと心理的サポートに関

するもの、4) 就労支援と経済的支援に関

するもの、5) 本人の心理的サポートに関

するものに大別された。以下、主要な所見

を要約する。 

1) 今日の若年性認知症診断後支援の問

題点 

○ 短期的なプロジェクトが多く、継続

性に課題がある。 

Mayrhofer (2018)ら 14)は、若年性認知症

の診断後支援をその年齢に合ったものと

すべきであるということはすでに合意が

得られているところであるが、どのよう

なサービスの設計や提供方法が「役に立

つか」については十分なエビデンスは存

在しないということから、若年性認知症

の介入に関連するあらゆるタイプの研究

を含めた系統的文献レビュー（20 論文）

を行っている。その結果、サービスは若年

性認知症患者をより長く自宅で過ごせる

ようにすることを目指しているが、短期

的プロジェクトや付加的サービスが多く、

サービスの継続性には欠陥があると指摘

している。 

○ ピア・サポートや「意味のある活動」

が不足している。 

Giebel ら(2020)15)は、イングランド北西

部のメモリークリニックのスタッフを対

象にフォーカスグループを実施するとと

もに、若年性認知症患者のその介護者を

対象に半構造化インタビューを実施して

いる。その結果、診断プロセスは比較的適

切に実施されているが、診断後のサービ

スには多くの欠陥がある。具体的には、診

断後のサポートが限られており、ピア・サ

ポートや意味のある活動の提供が不十分

であると指摘している。 

○ 若年性認知症の診断と診断後支援の

ケアパスウエィはばらばらである。 

Stamou ら(2020)16)は、全国調査によっ
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て、英国の若年性認知症のサービス提供

の実態を明らかにした。診断は最も一般

的にはメモリークリニックまたは神経内

科で為されているが、診断と診断後支援

のケアパスウエィはばらばらであること、

若年性認知症の専門サービスは継続性・

質・満足度の高さと関連しているが、若年

性認知症のすべての人が年齢に合ったケ

アにアクセスできるようにするには、さ

らなる専門サービスの整備が必要である

と指摘している。 

2) 診断後支援全般の在り方 

○ 本人・家族ともに悲しみ、孤立、偏見

を体験している。 

Spreadbury ら(2019)17)は、若年性認知症

の本人と家族の「生の体験」が記述されて

いる質的研究の論文 23件の文献レビュー

を行い、①診断前には、患者は認知機能

と生活機能における変化を体験している

が、変化とその意味については確信して

いないこと、家族は変化を観察し、その説

明について考え、医学的介入を勧めるこ

とが重要であると考えていること、②診

断後には、本人は責任ある仕事から撤退

し、家族はそれを補償する役割を負うよ

うになると考えていること、を可視化さ

せている。患者は自己同一性の変化を感

じ、家族は本人-家族の関係の変化を感じ

ており、両者ともに悲しみ、孤立、偏見を

体験していると指摘している。 

○ 本人・家族ともに「良い」と感じてい

るサービスには、「「パーソンセンター

ドネス」「機能的一貫性」「組織一貫

性」という特性がある。 

Stamou ら(2021)18)は、英国で実施された

全国調査のデータの質的分析によって、

若年性認知症の本人と家族が良いと感じ

ているサービスの特性は、「若年性認知症

に関する専門家の助言と情報」、「年齢に

合ったサービスへのアクセス」、「社会参

加の機会」、「声を発信する機会」、「リスク

マネジメントとともに自立を可能にする

こと」、「経済的安定性を可能にすること」、

「家族関係のサポート介入」であると報

告している。また、彼ら（Stamou 2022）

19）は別の分析で、有益だと感じているサ

ービスには以下の 3 つの上位カテゴリー

に類型化される特性があると指摘してい

る：①「パーソンセンタードネス」（ミク

ロレベルの特性：前向きな姿勢、柔軟性、

協調性、使いやすい教材、対面）、②「機

能的一貫性」（メソレベルの特性：サービ

スがニーズに合っていること／年齢相応、

包括的、対応力があり、アクセスしやす

い）、③「組織の一貫性」（マクロレベル

の特性：サービスの統合性、専門性、継続

性）。 

3) 家族の情報的サポートと心理的サポ

ート 

○ 家族向けの webページでは、診断プ

ロセスに関するページが最もよく閲

覧されている。 

Daemen ら(2022)20)は、利用者のインタ

ビューの質的分析によって、若年性認知

症の家族向けに開発された Web ベースの

情報支援プログラムが、日常生活の中で

受け入れられ、使用可能であると認識さ

れていること、コンテンツの質にも満足

していること、大多数がプログラムを再

度利用し、若年性認知症の内容を説明す

るページが最も多く閲覧され、診断プロ

セスに関するページが最も長く費やされ
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ていることを明らかにした。 

○ 家族は、本人とともに生きること、

家族の役割や関係性の変化への適応

という問題に直面している。 

Chirico ら(2022)21)は、イタリアの若年性

認知症の家族に対する半構造化面接を行

い、1) 診断に関連する問題、2) 診断後の

支援の不足に関する問題、3) 家族として

若年性認知症の本人と共に生きることに

関する問題を体験していることを明らか

にした。全体として、認知症の経過全体を

通してさまざまな問題が発生しており、

適切な支援がなければ、家族は本人とと

もに生きること、そしてそれに伴う家族

の役割や関係性の変化に適応することが

困難であること。最適なケアは良好な家

族関係にかかっているため、病状に適応

するための家族への支援を強化する必要

があること、それは本人のケアに有益で

あると同時に、社会的包摂と脆弱な集団

の健康に関する公平性を確保することに

もつながると指摘している。 

○ 行動変化を適切にマネジメントする

ためのフォーマルサービスの整備と

ケアパスウエィのガイドが必要であ

る。 

Cadwallader ら(2023)22）若年性認知症の

行動変化の適切にマネジメントするため

には、それについての知識が必要であり、

年齢に合ったサポートサービスが必要で

あるとし、そのために利用されているフ

ォーマルサービスと、サポートを求めて

いる人の体験の類型を明らかにするため

の横断的オンライン質問調査を実施して

いる。その結果、83%がサポートを必要と

する若年性認知症関連の行動変化を報告

し、最も多い行動変化が「食欲／食行動の

変化」で、「焦燥／攻撃性」、「無為／無欲」

がこれに次ぐことを示した。これらの

人 々 の 66% が Dementia Australia 、 

Dementia Support Australia、 GP などのフ

ォーマルサービスからサポートを得よう

としていたが、それはサポートにアクセ

スするパスウエイが不十分であり、どの

サポートにアプローチすべきかの明確性

が欠如しており、待機時間が長いことを

示唆している。さらに対象者の 28％が非

薬物的戦略を用いたサポートにアクセス

していなかったことも明らかにされてい

る。効率的にサポートが提供できるよう

にフォーマルサービスを整備するととも

に、それらにアクセスするパスウエイに

関する明確で利用可能なガイドが必要で

あると指摘している。 

○ 家族介護者は診断後初期に偏見や周

囲への影響など若年性認知症で生じ

る特有の迷いの中で葛藤し、診断の

過程で抱く負の感情を緩和したいと

思い、支援を求めている。 

Tomura(2025)23)若年性認知症者の家族

介護者が、診断後初期に支えを求める際

の心情を明らかにすることを目的に、若

年性認知症者の在宅介護経験がある家族

介護者 8 人に半構造化面接を実施し質的

分析を行った。その結果、若年性認知症者

の家族介護者は、診断後初期に【若年で認

知症を発症することへの恐れや不安】、

【若年性認知症に関する如何なる情報で

も知りたい】、【将来のために可能な限り

『今』を継続したい】、【本人の社会の一員

としての尊厳を守りたい】、【若年で認知

症になったことを伝えることへの迷い】、
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【まだ人生半ばの自分の生活や心身を守

りたい】と思い、周囲に支えを求めていた

ことを明らかにした。若年性認知症者の

家族介護者は診断後初期に認知症者本人

や介護者自身に対する切実な願いを抱き、

偏見や周囲への影響など若年性認知症で

生じる特有の迷いの中で葛藤し、診断の

過程で抱く負の感情を緩和したいと思い、

支援を求めている。若年性認知症者の家

族支援では、本人に関することには主体

的に支援を求める家族介護者の特徴を活

かし、本人に対する支援をきっかけに家

族介護者への支援も提供できると考えら

れる。また、診断時を含め早期に支援者か

ら日常生活での困難を予測して声をかけ

る姿勢が、支援の求めやすさに重要だと

指摘している。 

4) 就労支援と経済的支援 

○ 保健医療専門職は、就労の権利、収

入の支援と生活保護・障害年金等に

関する情報や助言を提供すること、

自己負担のあるサービス利用につい

て助言する場合には、本人や家族が

さらなる費用負担に直面することを

認識していなければならない。 

Kilty ら(2022）24)は、若年性認知症が就

労の継続と家計に及ぼす影響を探索し、

この問題に対する診断後支援的なアプロ

ーチを最適化する方法を同定することを

目的に、アイルランドに暮らす若年性認

知症者に対して深堀した半構造面接を行

った。その結果、若年性認知症の診断が就

労生活に及ぼす破壊的な効果と、それに

よる経済的・社会的・心理的帰結が可視化

された。参加者らは、「収入のある仕事か

ら早期に離れなければならなかったこ

と」、「雇用契約を喪失したこと」、「医学的

理由によって退職したこと」、「収入の喪

失によって引き起こされる経済問題に加

え、認知症によって多くの追加費用がか

かったこと」。「家族の中には収入の喪失

を補填するために介護の役割と同時に仕

事につかねばならなくなった配偶者がい

ること」、「就労と経済のことで不安・緊張

が高まる子供がいること」などを報告し

た。保健医療専門職は、就労の権利、収入

の支援と生活保護・障害年金等に関する

情報や助言を提供すること、自己負担の

あるサービス利用について助言する場合

には、本人や家族がさらなる費用負担に

直面することを認識していなければなら

ない。 

5) 本人の心理的サポート 

○ 若年性認知症の本人の自我同一性・

自律性・関係性を維持できるように

支援することが重要である。 

Stamou ら(2024）25)は、若年性認知症の

診断後支援において、本人と支援者らが

「役にたつ」と感じているものが何かを

明らかにするために、全国調査で得れた

自由記述回答の帰納的主題分析を行い肯

定的サービスのテーマを生成した。その

結果、856 例の肯定的サポートの例から、

3 つの上位テーマの 16 の下位テーマが生

成された。3 つの上位テーマは、①自律性

を維持すること、②自分自身であること、

③連帯感であり、若年性認知症の人々が

体験している「主体感」「自分らしさ」「意

味のある関係」の破綻の問題を取り扱っ

ていることを見出した。これは、若年性認

知症に対する年齢特異的な支援のガイド

ラインに情報を与えるものであり、若年
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性認知症の人々の自我同一性・自律性・関

係性を維持できるように支援することの

重要性を示唆している。 

○ オンライン・ピア・サポートは、対面

でのサポートにつながっていない人

に対するピア・サポートへのアクセ

シビリティを高める。 

Gerritzen ら(2023）26)は、関係機関より

若年性認知症の人を募り、混合研究法で、

(1)若年性認知症の人々はオンライン・ピ

ア・サポートのためにどのプラットフォ

ームを利用しているか、(2)オンライン・

ピア・サポートを利用する理由・利用しな

い理由は何か、(3)どのようにしてその有

用性とアクセシビリティを最適化するか、

を探索した。その結果、最も一般的なオン

ライン・ピア・サポートは Zoom で、肯定

的な理由としては、社会的支援の共有、自

宅で参加できること、好きなプラットフ

ォームを利用できることであった。しか

し、会話をフォローすることや他者を理

解することが困難になる可能性も指摘さ

れた。多くの人はオンライン・ピア・サポ

ートのことを知らない。見知らぬ人とオ

ンラインで話すことに不快を感じる人も

いた。オンラインプラットフォームは社

会的支援を促進し、対面でのサポートに

アクセスしていない人に対するピア・サ

ポートをよりアクセシブルなものにする。

将来はオンライン・ピア・サポートについ

ての周知にフォーカスをあてた研究と実

践が行われるべきである。 

○ ピア・サポートやアドボカシー活動

が認知症の本人の知症診断の自己開

示を支援する 

Kohl ら(2024）27)は、認知症の診断を他

者と共有することは、社会的・認知的・身

体的活動の支援にアクセスするための前

提であるが、認知症に対する偏見のため

に自分の診断を開示することに躊躇する

かもしれない。若年性認知症の人が自分

の診断をどのようにして自己開示するか

を明らかにするために、英国に暮らす 9人

の若年性認知症の本人を対象に半構造化

面接を用いて探索的質的分析を行った。

その結果、参加者は自分のアイデンティ

とは認められない病気としてそれを受け

入れていたが、何人かは偏見に直面し、何

らかの社会的ネットワークの縮小を生じ

たこと、一方、ピアサポートグループ、ア

ドボカシー活動、戦略的隠蔽が自己開示

のサポートに用いられていたことが示さ

れた。若年性認知症の政策は、エンパワメ

ントに向けた介入とビアサポートを診断

後支援に組み込むことを推奨するととも

に、認知症フレンドリーコミュニティの

創出を優先すべきである。これらの努力

が、自己開示の旅路にある個人を支援し、

社会への関わりを促進し、偏見を減じる

であろう。 

○ 若年性認知症の本人との共創による

情報ツールの開発・普及は、本人の

レジリエンスを高めることに役立つ 

Roberts ら(2023)28)は、診断後の暮らし

のピアガイドを開発・普及するために若

年性認知症当事者らが用いたプロセスを

記述した。そこでは、当事者のレジリエン

スを支援するという新たな文脈の中で、

人間中心(human-centered)の設計の 4 段階

の基盤が適用されていた。(1) 発見：グル

ープは、認知症と共に生きる上でレジリ

エンスを持つために必要なこと、そして
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それをどのように維持できるかについて、

それぞれの視点から深く議論した。(2) 決

定：グループは、認知症と診断された他の

人々のレジリエンスを支援するために、

自身の経験に基づく実用的な情報と知識

を小冊子にまとめることを決定した。(3) 

開発：この小冊子は、著者の支援の下、他

の認知症者からの意見を取り入れながら、

共同で設計・開発された。(4) 提供：グル

ープは、小冊子「知識は力」の専門的な制

作指導を受け、ウェールズ全土のメモリ

ークリニック、診断後支援団体、そして認

知症患者に 8、000 部以上を配布した。そ

の後、英語とスコットランド・ゲール語の

バイリンガル版とイングランド在住者向

けの版が開発された。「知識は力なり」の

成功は、認知症の人たちと共に知識を共

有し、彼らの回復力を支えることの重要

性を浮き彫りにしている。 

＜医中誌による検索＞ 

医中誌では 12 件の論文がヒットした。

このうち、RQ に直接関連しない 5 件を除

外した 7件の論文についてレビューした。

論文種類では原著が一報であり、その他

はすべて解説であった。診断後支援に関

しては、全国レベルの実態調査、若年性認

知症の本人と家族のヒアリング調査、一

医療機関での実践的経験から、必要とさ

れる診断後支援の内容が記述されている。

以下に、主要な所見を要約する。 

 粟田（2020、 2021、 2022、 2022）29-

32）は、若年性認知症の有病率調査と並行

して実施した生活実態調査の結果を踏ま

えて、若年性認知症者の、(1)診断へのア

クセシビリティの確保とともに、(2)認知

症疾患医療センターにおける質の高い診

断と診断後支援、(3)職域と保健福祉分野

との連携による就労継続支援、(4)診断直

後からの経済状況のアセスメントと社会

保障制度の利用支援、(5)専門職の人材育

成、(6)ニーズにあったサービスの開発と

普及、(7)家族会等のインフォーマル・サ

ポートやピア・サポートの普及が今後の

政策的課題であると指摘している。 

畠山ら(2023)33)は、認知症疾患医療セン

ターで実施されている若年性認知症の診

断後支援の自由記述回答（全国調査）の質

的分析にて、現在行われている診断後支

援は、「情緒的・情報的支援」、「医療の受

療に関する支援」、「就労に関する支援」、

「経済的な支援」、「障害福祉サービスや

介護保険サービスの利用支援」、「ピア・サ

ポートやインフォーマル・サポートの利

用支援」にカテゴリー化されるとしてい

る。 

 山下ら（2023）34)は、若年性認知症の本

人と家族を対象としたインタビュー調査

から、支援ニーズとして、①情報提供と

コーデイネート、②交流の場、③理解と

配慮、④自立支援、(5⑤活動の場、⑥心

理ケアの 6 つの要素が抽出されること、

本人のつどいや家族のつどいは、とくに

「交流の場」にこたえる支援として、個別

相談等では代替不可能な必須の支援であ

ると報告している。 

 岡田ら（2023）35)は、一医療機関（認知

症疾患医療センター）での若年性認知症

診断後支援の経験から、当事者と家族の

ニーズは疾患としての進行に合わせて変

遷していくこと、より長期にわたる安定

した支援体制の構築が重要であることを

指摘し、進行期も見据えて「人生の木」と
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いう手法を取り入れ、支援体制のキーパ

ーソンをつくることで、診断後から進行

期まで当事者の人生のあり方を踏まえた

サポートができるよう実践してきたと述

べている。 

 

D. 考察 

 令和 5 年度及び令和 6 年度の研究結果

を踏まえて、「認知症疾患医療センターに

おける若年性認知症診断後支援ガイド

（仮称）」の骨子案を考案した。以下にそ

の概要を示す。 

I. 序論 

1. 若年性認知症の定義 

 若年性認知症は 65 歳未満で発症す

る認知症と定義されています。働き

盛りの年代に発症することから、ご

本人・ご家族は病気や障害に対する

不安だけではなく、就労、経済、子の

養育などさまざまな日々の暮らしの

課題に直面します。 

2. 若年性認知症の有病者数と原因疾患 

 2017 年～2019 年に実施した全国調

査によれば、わが国の若年性認知症

（調査時点で 65 歳未満の認知症）の

有病率は人口 10 万対 50。9 人、有病

者数は 3。57 万人と推定されていま

す。 

 原因疾患による診断名別では、アル

ツハイマー型認知症が最も多く、血

管性認知症、前頭側頭型認知症、レビ

ー小体型認知症またはパーキンソン

病による認知症、外傷による認知症、

アルコール関連障害による認知症が

それに続きます。 

3. 若年性認知症の本人と家族のニーズ 

 有病率調査と並行して実施された本

人及び家族を対象とするインタビュ

ー調査からは、①配慮のある病名告

知、②本人・家族への心理社会的ケ

ア、③医療機関における診断後支援、

④本人家族に知識がなくても必要な

サービスにつながる支援、⑤若年性

認知症のニーズに即した制度横断的

なサービス利用、地域や職域におけ

る若年性認知症の理解の促進、が本

人・家族に求められているニーズと

して浮彫にされています。 

4. 認知症疾患医療センターに求められ

ている役割 

 また、この有病率調査では、若年性認

知症の方が最も高い頻度で把握され

るのは認知症疾患医療センターであ

り、1 年間に把握されている若年性認

知症の人の数は 1 センターあたり 17。

6 人であったと報告されています。 

 このことから、若年性認知症の方が

最も多く診断されている医療機関は

認知症疾患医療センターであると考

えられます。 

 2019 年度より、認知症疾患医療セン

ターの事業内容に診断後等支援機能

が追加され、診断後支援は認知症疾

患医療センターの必須業務に位置づ

けられました。 

II. 認知症の診断後支援とは何か 

 「認知症の診断後支援」は比較的新

しい用語であり、そのはじまりは、ス

コットランドの認知症当事者組織で

あるスコットランド認知症ワーキン

ググループ(SDWG)の提案に基づい

て作成された「5 つの柱の支援モデル」
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とされています。このモデルでは、認

知症と診断された直後から少なくと

も 1 年間、リンクワーカーが「病気

の理解と症状のマネジメント」「地域

とのつながり」「ピサポート」「将来

の意思決定に関する計画」「将来のケ

アの計画」に関する支援を提供する

こととされています。 

 その後、診断後支援のあり方やモデ

ルについての報告も数多くなされる

ようになり、2022 年に国際アルツハ

イマー病協会が、「認知症の診断後支

援とは、認知症と診断された後の、認

知症者と家族の身体的・社会的・心理

的なウェルビーイングの促進を目的

とする、さまざまなフォーマル及び

インフォーマルなサービスと情報提

供を含む包括的な用語である」と定

義しています。 

III. 若年性認知症の診断後支援に求めら

れていることは何か 

 若年性認知症の特性に応じた診断後

支援のあり方やモデルについても、

2018 年頃から英国を中心にして、世

界各国から報告されるようになって

きました。 

 ここでは、これまでの研究成果と実

際の事例経験を踏まえて、7 つの観点

から若年性認知症の診断後支援に求

められていることを整理します。 

1. 本人と家族への情緒的・情報支援 

若年性認知症の診断を受ける前に、す

でに本人と家族は認知機能と生活機能に

おける変化を体験しており、なぜそのよ

うな変化が起こっているのかについて不

安を感じ、当惑しているかもしれません。

また、診断後には、病気に対する不安とと

もに、本人は役割の変化に起因するアイ

デンティティの危機を感じ、家族も本人

を支える役割という関係性の変化に直面

し当惑しているかもしれません。このよ

うなことには配慮して、本人と家族の両

者に、病気についての情報、今後起こり得

ることに関する情報、できる限り良い状

態で暮らすための方法に関する情報をわ

かりやすく、丁寧に伝えることが、診断後

支援の入り口になります。 

1) 本人への情緒的支援：診断を受けた

ことへの思い、これからの仕事のこ

と、社会の中での役割、家族への思い

など、本人の思い・不安を積極的に傾

聴し、受け止めます。また、これから

も必要に応じて相談にのることがで

きることを伝えます。 

2) 本人への情報的支援：本人の不安と

ともに、認知機能の低下があること

に十分配慮して、パンフレット等も

活用しながら、病気のことや今後の

治療や暮らしのこと、利用できる社

会的支援のことなどについてわかり

やすく説明します。 

3) 家族への情緒的支援：大切な家族の

一人が診断されたことへの思い、こ

らからの暮らしのこと、本人との関

係のこと、子の養育のこと、経済のこ

となど、家族の思い・不安を積極的に

傾聴し、受け止めます。また、これか

らも必要に応じては相談にのること

ができることを伝えます。 

4) 家族への情報的支援：家族の思い・不

安・当惑に十分配慮して。パンフレッ

ト等も活用しながら病気のことや今



36 

 

後の治療や生活、利用できる社会的

支援のことなどについてわかりやす

く説明します。 

2. 医療の受療に関する支援 

 若年性認知症と診断された後も、原因

疾患によっては、あるいは併存する身体

疾患や精神疾患によっては、さらなる検

査が必要になる場合があります。また、治

療を行うにあたっては、治療の導入・継続

に関する支援を行う必要があります。そ

の際には、先に述べた本人・家族への丁寧

な情報的支援を前提に、本人の（共同）意

思決定を支援する必要があります。 

5) 検査のための受療支援：認知症疾患

をさらに精査したり、抗 Aβ 抗体薬治

療の適応を検討したりする場合には、

そのための検査にアクセスできるよ

うに支援します。自院または自診療

科では実施できない検査が必要な場

合には、それに必要な適切な医療機

関や診療科にアクセスできるように

支援します。 

6) 精神科医療への受療支援：認知症の

行動・心理症状（BPSD）が顕著な場合

や認知症以外の精神疾患の併存が疑

われる場合には必要に応じて精神科

医療につなぎます（自診療科が精神

科の場合には自診療科での継続医療

も検討します）。 

7) かかりつけ医への情報提供：すでに

かかりつけ医等がいて、かかりつけ

医等に継続医療を依頼する場合には、

本人の同意の下で、かかりつけ医等

に医学的評価の結果、生活状況、治療

方針などについて情報提供します。 

8) かかりつけ医への治療経過について

の情報提供：認知症疾患医療センタ

ーで継続医療を行う場合、すでにか

かりつけ医がいる場合には、本人の

同意を得て、かかりつけ医に対して

随時治療経過について情報提供を行

います。 

3. 就労に関する支援 

 就労には、若年性認知症の本人・家族に

とっては世帯の経済を維持するという意

味とともに、本人にとっては社会とのつ

ながりや役割を保持し、生き甲斐や尊厳

ある自立生活を継続するという大切な意

味があります。若年性認知症の診断時に

は、本人が就労を継続されている場合が

多いので、認知症疾患医療センターでは

診断直後からの支援の一環で就労に関す

る支援を開始することが重要です。しか

し、医療機関の専門職だけではこの支援

が十分に行えない場合も少なくありませ

ん。そのような場合は、若年性認知症支援

コーディネーターと連携しながら支援す

ることを考慮します。 

9) 就労状況の把握：まずは、本人の現在

の就労状況を把握します。その際に

は、本人が現在の職場でどのような

業務を行っているか、どのような困

りごとを体験しているか、それに対

して職場ではどのような支援を受け

ているか、職場の中に気軽に相談で

きる人はいるか等についても確認し

ておきます。 

10) 職場との連携：本人が就労中の場合

には、本人や家族の同意を得て、職場

の人事担当者や労働安全衛生担当者、

産業医等と情報を共有しながら、本
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人の希望に応じて就労継続に向けた

支援を行います。 

11) 再就職に向けた支援：再就職を希望

する場合には、若年性認知症の人の

就労のためのリソースに関する情報

をもった若年性認知症支援コーディ

ネーターや障害者職業総合センター

の担当者と連携して、本人ができる

仕事を検討しながら、再就職に向け

た支援につなぎます。 

12) 福祉的就労の利用支援：一般就労が

難しい場合には、本人の希望に応じ

て、障害者福祉サービスに関する情

報を提供し、福祉的就労が可能なサ

ービス（例：就労継続支援事業所）つ

ながることができるように支援しま

す。 

4. 経済的な支援 

 若年性認知症の本人が世帯の経済を担

っている場合には、若年性認知症の診断

が世帯の経済に重大な影響を及ぼす場合

が少なくありません。また、本人を支援し

ている家族が介護のために仕事を継続で

きなくなるなどの状況が生じた場合には、

経済的問題がさらに深刻になります。さ

らに、認知症疾患の診断のための検査や

治療によって経済的負担がさらに高まる

可能性があることについても配慮する必

要があります。 

13) 経済状況の把握：まずは、世帯の経済

を担っている人は誰か、主な収入源

は何かを含め、現在の本人および世

帯の経済状況、本人・家族が感じてい

る経済面での心配ごとを把握します。 

14) 将来の家計に及ぼす影響の検討：本

人が世帯の経済を担っており、これ

までどおりの就労の継続が難しいな

ど、収入が減じると判断された場合

には、それが将来の家計にどのよう

に影響を与えるかについても検討し

ておく必要があります。たとえば、借

入金があるか、養育する必要がある

子がいるか、医療費や介護費を負担

している親がいるかといったことも

把握する必要があるかもしれません。

本人が受ける検査や治療の費用につ

いても考慮する必要があります。 

15) 経済支援の諸制度に関する情報提

供：上記のアセスメントを行ったう

で、障害者手帳取得による税金控除、

自立支援医療制度、難病の医療費助

成制度、傷病手当、障害者手当、障害

年金、生活保護等の経済支援に関す

る制度の適応の有無を確認し、該当

する制度がある場合にはその情報を

本人・家族に提供します。 

16) 経済的な支援制度の申請支援：上記

の諸制度等については、ただ情報を

提供するだけでなく、申請・請求の希

望がある場合には、必要に応じて関

係機関と連携しながら、申請手続き

についての伴奏的な支援を行います。 

5. 障害福祉サービスや介護保険サービ

スの利用支援 

 若年性認知症の本人の生活支援につい

ては、障害者福祉法による障害福祉サー

ビスと介護保険サービスによる介護保険

サービスという二つの制度的サービスを

利用することができます。しかし、障害福

祉サービスの多くはアルツハイマー型認

知症のような進行性の認知症を想定して

ず、また、介護保険サービスは主として高
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齢者を想定したサービスなので、若年性

認知症の本人のニーズに合ったものが少

ないといった問題があります。さらに、両

サービスを管轄している行政の担当部署

が異なるために、相談機関によっては両

サービスの情報が十分に提供されないと

いう問題も生じています。認知症疾患医

療センターでは、こうした問題を乗り越

えて、若年性認知症支援コーディネータ

ーとも連携しながら、本人の状況に応じ

て、両サービスをバランスよく利用でき

るように支援する必要があります。 

17) 障害福祉サービスの利用支援：障害

福祉サービスの情報を提供し、その

利用を支援します。例えば、一般就労

の継続は難しいけれど、本人には仕

事を続けたいという希望がある場合

には、福祉的就労に関する障害福祉

サービス（例：就労継続支援事業所）

の利用を支援します。 

18) 介護保険サービスの利用支援：介護

保険サービスの情報を提供し、その

利用を支援します。若年性認知症の

人の介護保険サービスの利用につい

ては、通所サービスの利用が最も多

いことが明らかにされていますが、

例えば、通いながら社会参加のため

の支援を受けることができるなど、

若年性認知症の本人のニーズを踏ま

えて設計されたサービスもあります。

本人のニーズに応えることができる

ようなサービスを検討しながらサー

ビスの利用を支援します。 

19) 若年性認知症に関する相談機関の利

用支援：若年性認知症に関する専門

的な相談機関の情報を提供し、その

利用を支援します。若年性認知症の

本人や家族の相談に専門的に対応し、

かつ、関係機関と連携しながら継続

的に必要な支援を受けられるように

する機関として、若年性認知症総合

支援センターや相談センターが設置

されている自治体もあります。また、

都道府県の事業として、若年性認知

症支援コーディネーターがすべての

都道府県に配置されております。本

人や家族がそれらの資源を利用でき

るように支援します。 

20) 地域包括支援センターの利用支援：

地域包括支援センターの情報を提供

し、その利用を支援します。介護保険

サービスを利用する場合には、まず

は要介護認定を受けるための申請が

必要なので、そのための窓口である

地域包括支援センターにつなぎます。

また、地域包括支援センターは、その

地域にあるフォーマルやインフォー

マルな多様な資源についての情報が

ありますので、介護保険サービス以

外のさまざま地域サービスの利用を

支援してもらえます。 

6. ピア・サポートやインフォーマル・

サポートによる社会参加支援 

21) 社会参加に関する地域活動の利用支

援：本人の社会参加を支援する利用

可能な地域活動について情報を提供

し参加を支援します。共生社会の実

現を推進する認知症基本法の下で、

都道府県や市町村を単位とする本人

の声の発信支援（例：認知症希望大使）

やチームオレンジによって社会参加

を支援する多様な活動が展開されて
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います。社会参加を促進する活動は、

若年性認知症の本人を力づけ、希望

を生み出す効果をもたらすことから、

「意味のある活動」とも呼ばれるこ

ともあります。そのアクセスを支援

することは、認知症とともに生きる

本人にとって、とても重要な意味を

もっています。 

22) 本人ミーティングやピア・サポート

の利用支援：そのような活動の一つ

として、本人ミーティングや当事者

の会、ピア・サポートなどがあります。

これらは当事者活動とも呼ばれてお

りますが、それは本人の社会参加を

促進するだけではなく、認知症の本

人とともに、認知症とともに尊厳と

希望ともって暮らせる地域社会（認

知症フレンドリー社会）を共創する

活動としての意義もあります。 

23) 認知症カフェ・居場所の利用支援：

そのような活動の拠点となるのが、

認知症カフェや地域の居場所などの

地域拠点です。そのような活動を行

っている地域の拠点の情報を提供し、

その利用を支援することが、さらな

る社会参加や地域づくりの促進につ

ながります。 

24) 家族会・ケアラーズカフェの利用支

援：若年性認知症の家族もまた、本人

と同じように社会の中で孤立し、不

安や孤独を感じられている方は少な

くありません。家族にも、地域の家族

会やケアラーズカフェなど、家族を

支援する社会資源について情報を提

供し、その利用を支援することが重

要です。 

 

E. 結論と今後の課題 

わが国の認知症疾患医療センターにお

ける若年性認知症診断後支援の実態調査、

個別事例の分析、国内外の文献レビュー

の結果を踏まえて、「認知症疾患医療セン

ターにおける若年性認知症診断後支援ガ

イド」の骨子案を作成した。この骨子案を

踏まえて、令和 7 年度は、コンセンサス・

パネルを設置し、この領域の専門家や関

係者の意見を聴取しながら、エキスパー

ト・コンセンス・ガイドとしての手引きの

最終版を完成させる予定である。 

 

F. 研究発表 

１． 論文発表：なし 

２． 学会発表：なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含

む） 

１． 特許取得：なし 

２． 実用新案登録：なし 

３． その他：なし 
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Page1016-1022(2021.09). 

31) 粟田主一：【認知症に対する全国規

模のレジストリ研究・多施設共同研

究・調査Up to Date】若年性認知症

調査研究.老年精神医学雑誌(0915-

6305)33巻2号 Page156-166(2022.02). 

32) 粟田主一：【認知症施策up to date】

若年性認知症の有病率・生活実態調

査の結果を踏まえた今後の施策づく

りの方向性.公衆衛生(0368-5187)86

巻10号 Page852-859(2022.10). 

33) 畠山啓ほか：認知症疾患医療センタ

ーにおける若年性認知症の診断後支

援.老年精神医学雑誌(0915-6305)34

巻5号 Page477-486(2023.05). 

34) 山下真理ほか：新時代の診断後支援

を考える】若年性認知症の本人と家

族のつどい.認知症ケア事例ジャー

ナル(1882-7993)16巻2号 Page104-

109(2023.09). 

35) 岡田眞理ほか： 認知症フレンドリ

ー社会の創成に向けた多様なイニシ

アチブの活動 精神科病院を背景に

した認知症疾患医療センターにおけ

る若年性認知症診断後支援 診断直

後から進行期まで継続する支援を目

指して.Source：老年精神医学雑誌

(0915-6305)34巻9号 Page898-

902(2023.09). 
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図 1． 認知症の診断後支援の構造 
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厚生労働科学研究費補助金（認知症政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

認知症疾患医療センターにおける若年性認知症の診療に関する研究 

 

研究分担者 武田章敬 国立研究開発法人国立長寿医療研究センター病院 

   もの忘れセンター センター長 

 

研究要旨 

研究目的：認知症疾患医療センターにおける若年性認知症の診療と抗アルツハイマー病

薬による治療の現状を明らかにすることで、我が国における若年性認知症診療および支

援の標準化と質の均てん化、より良い制度設計に資することを目的とした。研究方法：

認知症疾患医療センターの医師、精神保健福祉士、研究者、行政職等とともに調査票案

を作成し、一部地域の認知症疾患医療センターを対象として予備的な調査を行い、確定

させた。（研究 1）。この質問票を用いて全国の認知症疾患医療センターを対象に郵送法

による無記名自記式質問紙調査を行った（研究 2）。結果：レカネマブによる治療が初回

投与から可能と回答した医療機関は 33%、継続投与のみ可能と回答した医療機関は 25％

であった。令和 6年 9月 30日までにレカネマブによる治療を開始した患者数は 0人が

最も多く、次いで 1-5人、6-10人の順であった。そのうち 65歳未満の患者数も 0人が

最も多く、1-5人、6-10人と続いた。レカネマブ治療に関わる他の医療機関との連携状

況については「レカネマブ治療可能な医療機関への紹介」が最も多く、「レカネマブ治

療を行う他の医療機関と連携している」の回答が次に多かった。レカネマブ治療と経済

支援制度の利用に関する方針としては「自立支援医療制度の利用を勧める」の回答が最

多であり、「レカネマブ適応者は対象としていない」の回答が次に多かった。レカネマ

ブ治療中の患者およびレカネマブの対象とならない患者への支援では、就労支援や福祉

的就労、障害福祉サービスの利用に関する支援やリハビリテーションを行っていると回

答した医療機関が少なかった。考察：認知症疾患医療センターにおける検査・診療体制

に関しては令和 5年度とほぼ同様であった。令和６年度はレカネマブによる治療につい

ても調査を行ったが、初回投与から可能と答えた医療機関が 33％、継続投与のみ可能と

回答した医療機関が 25％であった。診断後支援に関しては多くの認知症疾患医療センタ

ーで就労支援や障害福祉サービスに関する支援は少ないものの、多様な支援が行われて

いることが明らかとなった。結論：本調査研究によって、現在、認知症疾患医療センタ

ーで実施されている若年性認知症の診療および新たな抗アルツハイマー病薬による治療

の現状が明らかになった。抗アルツハイマー病薬の使用が可能となってからまだ 1年の

経過のため、今後も調査を継続して行う必要があると思われる。 
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A. 研究目的 

 令和 5年 12月から新たな抗アルツハイ

マー病薬による治療が可能となった。その

最適使用推進ガイドラインにおいて、投与

施設の要件として認知症疾患医療センタ

ーまたは認知症疾患医療センターと連携

がとれる施設であることが求められてい

る。本研究において認知症疾患医療センタ

ーにおける若年性認知症の診療と抗アル

ツハイマー病薬による治療の現状を明ら

かにすることとした。これにより我が国に

おける若年性認知症診療および支援の標

準化と質の均てん化、より良い制度設計に

資することが期待できる。 

 

B. 研究方法 

研究 1：認知症疾患医療センターにおける

若年性認知症診療・抗アルツハイマー病

薬による治療の実態調査票の作成 

調査票を作成するにあたり、認知症疾患

医療センターの医師、精神保健福祉士、研

究者、行政職等と検討を行い、一部地域の

認知症疾患医療センターを対象として予

備的な調査を行い、確定させた。 

 

研究 2；認知症疾患医療センターにおける

若年性認知症診療・抗アルツハイマー病

薬による治療の実態調査 

研究 1で作成した調査票を用いて、令和

6 年 10 月現在で認知症疾患医療センター

に指定されている全国の 506 施設（悉皆）

を対象に、郵送法による無記名自記式質問

紙調査を実施した。調査期間は令和 6 年

11月 22日～12月 12日である。 

（倫理面への配慮） 

 本研究の実施にあたっては社会福祉法

人仁至会認知症介護研究・研修大府センタ

ー倫理員会の承認（0503-2）を得た。  

 

C. 研究結果 

研究 1：認知症疾患医療センターにおける

若年性認知症診療・抗アルツハイマー病

薬による治療の実態調査票の作成 

調査票では以下の項目に関して質問項

目を設定した。 

① 基本情報 

設置されている都道府県・指定都市、

認知症疾患医療センターの類型、医療

機関の種別、所有する病床 

② 検査・診療体制 

頭部 CT、頭部 MRI、脳血流シンチグラ

フィ、脳波、アミロイド PET、脳脊髄

液中のアミロイドβ、脳脊髄液中のリ

ン酸化タウ、家族性アルツハイマー病

の遺伝子検査、アポリポ蛋白 Eの遺伝

子型または蛋白表現型、遺伝カウンセ

リング、臨床試験の実施、レカネマブ

による治療 

③ 令和 5 年度に認知症を疑い鑑別診断

を目的として受診した患者の人数お

よびそのうち６５歳未満の患者の人

数 

④ 令和 6年 9月 30日までにレカネマブ

による治療を開始した患者の人数お

よびそのうち６５歳未満の患者の人

数、レカネマブ治療に関わる他の医療

機関との連携状況、 CDR(Clinical 

Dementia Rating)を実施困難な場合

の方針、レカネマブ治療実施時のアポ

リポ蛋白 E の遺伝子型または蛋白表

現型の解析の方針、レカネマブによる

副作用（ARIA 等）が疑われた場合の
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救急対応、レカネマブ治療と経済支援

制度の利用に関する方針 

⑤ レカネマブによる治療を行っている

患者に対する診断後支援や非薬物療

法の実施、レカネマブ治療の対象に該

当しないと判断した場合の対応 

⑥ 自由記述 

若年性認知症診療や抗アルツハイマ

ー病薬への関わり、取り組みや課題等 

 

研究 2；認知症疾患医療センターにおける

若年性認知症診療・抗アルツハイマー病

薬による治療の実態調査 

 253施設（回答率 50.0%）より回答を得

た。253施設の認知症疾患医療センター

の類型別および医療機関種別の内訳を表

1に示す。 

 

検査体制等に関する質問に対して、頭

部 CT検査、頭部 MRI検査、脳血流シンチ

グラフィ検査、脳波検査が自施設で実施

可能であると回答した医療機関は、それ

ぞれ 93%、52％、28％、80％であり、他

の施設と連携して可能と回答した医療機

関も含めると、いずれも 90％を超えてい

た。アミロイド PET、脳脊髄液中のアミ

ロイドβ測定、脳脊髄液中のリン酸化タ

ウ測定が自施設で可能な医療機関は、そ

れぞれ 16%、31％、31％であったが、他

施設と連携して可能な医療機関を含める

と半数以上で可能であった。一方で家族

性アルツハイマー病の遺伝子検査、アポ

リポ蛋白 Eの遺伝子型または蛋白表現型

の解析、遺伝カウンセリングが自施設ま

たは他施設と連携して可能な医療機関は

1/4程度にとどまった。 

レカネマブによる治療が初回投与から

可能と回答した医療機関は 33%、継続投

与のみ可能と回答した医療機関は 25％で

あった。 

令和 5年度の認知症の鑑別診断目的で

の受診者数は 101～200人が最も多く、そ

のうち 65歳未満の受診者数は 1～10人が

最も多かった。 

令和 6年 9月 30日までにレカネマブに

よる治療を開始した患者数は 0人が最も

多く、次いで 1-5人、6-10人の順であっ

た。そのうち 65歳未満の患者数も 0人が

最も多く、1-5人、6-10人と続いた。 

 レカネマブ治療に関わる他の医療機関

との連携状況については「レカネマブ治

療可能な医療機関への紹介」が最も多

く、「レカネマブ治療を行う他の医療機関

と連携している」の回答が次に多かっ

た。CDR実施困難時の対応としては「本

人を知る人からの情報を得る」の回答が

最多であり、「レカネマブによる治療を勧

めない」「本人の話や振る舞い等から類

推」が続いた。アポリポ蛋白 E遺伝子型

または蛋白表現型の解析については「検

査を行わない」が最も多かった。レカネ

マブによる副作用が疑われた場合の救急

施設数 割合（％）

基幹型Ⅰ 13 5.1

基幹型Ⅱ 3 1.2

地域型 192 75.9

連携型 43 17.0

不明 2 0.8

253 100.0

大学病院 28 11.1

一般病院 77 30.4

精神科病院 126 49.8

診療所 18 7.1

その他 3 1.2

不明 1 0.4

253 100.0計

表1．認知症疾患医療センターの類型別・医療機関種別内訳

認知症疾患医療センター類型

計

医療機関種別
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対応については「自施設のみで対応」「他

施設と連携して対応」「初回投与施設に依

頼」の順に回答が多かった。レカネマブ

治療と経済支援制度の利用に関する方針

としては「自立支援医療制度の利用を勧

める」の回答が最多であり、「レカネマブ

適応者は対象としていない」の回答が次

に多かった。自由記述として「申請して

も行政判断で対象外となることが多く、

申請を勧めていない」「障害者手帳取得は

趣旨と合致しないと考えるが、自立支援

医療は本人・家族の希望に応じて申請を

考慮する」「本人の負担を考えると制度利

用を勧めたいが、国の社会保障費（医療

費）の観点からは安易に答えられない」

等がみられた。 

 レカネマブ治療中の患者およびレカネ

マブの対象とならない患者への支援で

は、就労支援や福祉的就労、障害福祉サ

ービスの利用に関する支援やリハビリテ

ーションを行っていると回答した医療機

関が少なかった。 

 自由記述として「当センターではレカ

ネマブに関する相談は少なく若年性認知

症や MCIの患者への情報提供が中心で

す。治療や紹介は本人の同意よりも家族

の希望に基づいて行われることが多いで

す。本人の自己決定を支援することが課

題となっています」「他機関で不適応とさ

れた方に対し、情報的支援、生活指導、

他社会資源、介護保険サービス利用を勧

奨している」等の回答がみられた。 

  

D. 考察 

認知症疾患医療センターにおける検

査・診療体制に関しては令和 5年度とほ

ぼ同様であった。令和６年度はレカネマ

ブによる治療についても調査を行った

が、初回投与から可能と答えた医療機関

が 33％、継続投与のみ可能と回答した医

療機関が 25％であった。レカネマブ治療

に関わる他の医療機関との連携状況に関

して「治療の対象となる患者を治療可能

な医療機関へ紹介している」と回答した

医療機関が 150ヶ所あった。また、65歳

未満の対象者へのレカネマブ使用に関し

ては 191ヶ所の医療機関は実施経験がな

いとの回答であった。一方で、1年間で

65歳未満の若年者の鑑別診断が 0件であ

った医療機関は 23ヶ所と少なかった。 

レカネマブ治療の経済支援制度に関し

ては自治体間の対応の差が大きいことが

示唆される結果となり、医療機関の間で

も方針は大きく分かれた。 

診断後支援に関しては多くの認知症疾

患医療センターで就労支援や障害福祉サ

ービスに関する支援は少ないものの、多

様な支援が行われていることが明らかと

なった。 

 

E. 結論と今後の課題 

本調査研究によって、現在、認知症疾患

医療センターで実施されている若年性認

知症の診療および新たな抗アルツハイマ

ー病薬による治療の現状が明らかになっ

た。抗アルツハイマー病薬の使用が可能と

なってからまだ 1年の経過のため、今後も

調査を継続して行う必要があると思われ

る。 
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F. 研究発表 

１．論文発表 

1)  武田章敬．抗 Aβ抗体薬レカネマブ

の使用経験；診療現場の実際と課題 

もの忘れ外来診療における抗アミロ

イドβ抗体療法. 老年精神医学雑誌 

36（2）：156-160，2025. 

２．学会発表 

1) 武田章敬．認知症の包括的診療-認知

障害・BPSD・本人及び家族支援-．第

65回日本神経学会，ランチョンセミナ

ー，2024年5月30日，東京． 

2) 武田章敬．新薬の登場で何が変わり、

何が変わらないか．第66回日本老年医

学会学術集会，シンポジウム12 疾患

修飾薬の登場による包括的認知症診

療の新潮流，2024年6月14日，名古屋

市. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含

む） 

１．特許取得：なし 

２．実用新案登録：なし 

３．その他：なし 
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別添資料：抗アミロイドβ抗体療法への対応の現状 

 

貴センターではレカネマブ（レケンビ®）による治療が可能ですか。 

 

 

レカネマブ治療に関わる他の医療機関との連携状況についてあてはまるもの全てに〇を付

けてください。 
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レカネマブ治療と経済支援制度の利用につき貴センターの方針にあてはまるもの全てに〇

を付けてください 
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厚生労働科学研究費補助金（認知症政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

若年性認知症の人のニーズに合わせたサービスの調査と検討 

 

研究分担者 齊藤千晶 認知症介護研究・研修大府センター 主任研究主幹 

 

研究要旨 

研究目的：本研究では若年性認知症（YOD）の人のニーズに合わせた必要なサービスを

明らかにするとともに、若年性認知症支援コーディネーター（支援 Co）を含む既存サー

ビスの有効な調整方法を提示することを目的とする。今回は全国の就労継続支援事業所

（事業所）、認知症地域支援推進員（推進員）、支援 Co を対象にアンケート調査を実施し

た。研究方法：各調査の分析対象は【調査 1】事業所 21,932 か所から 1 次調査 3,100 名

（有効回収率 14.5％）および 2 次調査 272 名（有効回収率 63.6％）、【調査 2】推進員

1,905 名（石川県の 6 か所、推進員の配置のない 19 市を除く）から、718 名（有効回収

率 37.7％）、【調査 3】支援 Co159 名から 82 名（有効回収率 51.6％）とした。結果：【調

査 1】B 型事業所での受け入れが多かったが、実際には YOD の人の利用申し出自体が少

なかった。また、支援 Co の認知度は低いが、連携している場合、本人や家族等へ具体的

な成果があった。介護保険サービスとの併用利用では基本的 ADL 低下が主要因であっ

た。【調査 2】支援 Co の認知度は高いが、個別ケース以外での連携は少なく物理的距離

が連携の障壁であった。個別支援では連携により本人や家族等へ具体的な成果があった。

【調査 3】個別相談や周知・啓発などの多岐に渡る業務を担う一方で、産業医や企業への

周知の難しさや、地域住民・関係機関への認知度の低さなどの課題があった。支援 Co も

併用利用に関与し、その理由は事業所と同様であった。調整先の専門職の YOD の理解や

対応が十分でない場合、支援の継続が求められた。考察：結果を踏まえ、今後必要なこと

を整理すると【調査 1】①若年性認知症に関する正確な情報の周知および相談機関の認知

度の向上、②支援コーディネーターの役割・配置先・連携方法の理解促進、③研修機会の

提供を通じた職員の対応力強化、④障害福祉と介護保険制度の円滑な連携体制の構築が

あり、YOD の人が安心して就労継続支援事業所を利用できるよう、情報提供、支援体制

の整備、制度間の連携強化が求められた。【調査 2】①地理的要因による連携の困難さへ

の対応として、支援 Co の配置や連携方法の検討、②医療・介護に限らず、労働・障害な

どの他分野を含めた包括的な連携体制の整備、③早期からの制度・サービスの活用促進で

きるよう、都道府県・指定都市の後方支援のあり方も検討【調査 3】①関係機関との連携

強化、②地域社会への啓発活動の推進、③業務負担の軽減と支援体制の整備。結論：YOD

の人が自分らしく地域で生活し続けるためには、社会全体での YOD の認知度向上ととも

に、ワンストップとした相談窓口（＝支援 Co）を明確にし、支援 Co と医療・福祉・労

働など多職種による連携体制の強化と、支援の継続性・専門性の確保が求められる。 
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A. 研究目的 

本研究では若年性認知症の人のステー

ジに応じた切れ目のない支援体制の構築

のため、実態調査から若年性認知症の人の

ニーズに合わせた必要なサービスを明ら

かにするとともに、若年性認知症支援コー

ディネーター（以下、支援コーディネータ

ー）を含む既存サービスの有効な調整方法

を提示することを目的とする。そこで、令

和6年度は全国の就労継続支援事業所（A・

B 型、移行）、認知症地域支援推進員（以

下、推進員）、支援コーディネーターを対

象に調査を実施した。 

 

B. 研究方法 

調査 1：就労継続支援事業所における若年

性認知症の人の支援に係る調査 

全国の就労継続支援事業所（以下、事業

所）21,932 か所を対象とし、1 次調査およ

び 2 次調査を実施した。 

1 次調査は若年性認知症の人の受け入

れ状況や若年性認知症に係る相談機関等

の周知状況についてアンケート調査票を

作成した。それを対象事業所に圧着ハガキ

で郵送し、回答は web または FAX とし

た。なお、発送日は令和 6 年 9 月 5 日、

締切日は令和 6 年 9 月 27 日とした。488

か所から宛名不明で返送され、3,143 名か

ら回答を得たが、重複 18 名と同意欄が未

記入等 25 名を除き、3,100 名（有効回収

率 14.5％）を分析対象とした。また、若年

性認知症の利用者が「現在いる」・「過去に

いた」・「利用検討中」と回答した 428 名

を 2 次調査の対象とした。 

2 次調査は基本属性、障害福祉サービス

と介護保険サービスの併用利用時の支援

体制や課題、支援コーディネーターとの連

携状況等について無記名直筆のアンケー

ト調査票を作成し、対象事業所に郵送した。

なお、発送日は令和 6 年 10 月 11 日、締

切日は令和 6 年 10 月 31 日とした。273

名から回答を得たが、同意欄が未記入の 1

名を除いた 272 名（有効回収率 63.6％）

を分析対象とした。 

 

調査 2：認知症地域支援推進員における若

年性認知症の人への支援と支援コーディ

ネーターとの連携に係る実態調査 

全市区町村の認知症地域支援推進員

1,905 名（石川県の 6 か所、推進員の配置

のない 19 市を除く）を対象とした。若年

性認知症の人への支援と支援コーディネ

ーターとの連携に係る無記名直筆のアン

ケート調査票を作成した。それを市区町村

の認知症行政担当者宛てに郵送し、各自治

体の中で回答者となる推進員の選出と調

査票の配付を依頼した。なお、発送日は令

和 6 年 10 月 3 日、締切日は令和 6 年 10

月 31 日とした。また、葉書による再依頼

を１回行った。726 名から回答を得たが、

同意欄にチェックがない 8 名の回答を除

いた 718 名（有効回収率 37.7％）を分析

対象とした。 

 

調査 3：若年性認知症支援コーディネータ

ーの活動内容に関する調査 

全国の支援コーディネーターのうち、令

和 6 年 11 月 1 日時点で、研究同意が得ら

れている 159 名を対象とした。支援コー

ディネーターの活動に係る無記名直筆の
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アンケート調査票を作成し、郵送した。な

お、発送日は令和 6 年 12 月 10 日、締切

日は令和 6 年 12 月 25 日とした。また、

葉書による再依頼を１回行った。82 名（有

効回収率 51.6％）からの回答を分析対象

とした。 

 

C. 倫理的配慮 

本研究の実施にあたっては社会福祉法

人仁至会倫理・利益相反委員会の承認を得

て、依頼文と個人情報保護、結果の取扱等

が記述された説明書を同封し、同意を書面

にて得た上で実施した（承認番号 0503-3）。 

 

D. 研究結果 

 

1. 調査 1：就労継続支援事業所における

若年性認知症の人の支援に係る調査 

 

1.1 【1 次調査】回答者の属性と若年

性認知症の人の受け入れ状況、若

年性認知症に係る相談機関等の周

知状況 

 今回、回答した 3,100 名の事業所が実

施している事業の内訳は、B 型事業所が

79.4％で最も多かった（表 1）。 

 

表 1 実施している事業（n=3100） 

区分 実数 ％ 

A 型事業所 573 18.5 

B 型事業所 2460 79.4 

就労移行 400 12.9 

生活介護 431 13.9 

他の事業 385 12.4 

休止中・閉鎖中 9 0.3 

※複数の事を行う事業所は、それぞれの

事業で計上 

 

若年性認知症の人の受け入れ状況では、

「今までに利用の申し出はない」が

84.2％で最も多かった（表 2）。2 次調査の

対象である「現在受け入れている」・「以前

に受け入れたことがある」・「現在、利用の

申し出があり検討中である」との回答者は

重複回答を除くと、428 名であった。また、

「以前に利用の申し出があったが、受け入

れなかった」や「今までに利用の申し出は

ない」と回答した理由の 94.1％が、「申し

出や利用申請がない」であった。 

 若年性認知症に係る相談機関等の周知

状況は、「地域包括支援センター」が

57.2％、「市区町村の相談窓口」が 53.5％

で多く、「若年性認知症支援コーディネー

ター」は 10.0％であった。また、「知って

いるものはない」との回答は 20.7％であ

った。 

 
表 2 若年性認知症の人の受け入れ状況
（n=3100） 

区分 実数 ％ 

現在受け入れている 207 6.7 

以前に受け入れたことがあ

る 
217 7.0 

現在、利用の申し出があり

検討中である 
24 0.8 

以前に利用の申し出があっ

たが、受入れなかった 
49 1.6 

今までに利用の申し出はな

い 
2610 84.2 

 

1.2 【2 次調査】若年性認知症相談窓

口（若年性認知症支援センター

等）の設置状況 

1） 基本属性 

回答した 272 名の事業所の運営主体は

「株式会社（合同・有限会社を含む）」が
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40.1％であり、実施事業は「B 型事業所」

が 90.8％で最も多く、利用者の送迎は

80.5％が「ある」と回答した。利用者は知

的障害者が 85.3％、精神障害者 84.2％、

身体障害者が 67.3％であった。 

 

2） 若年性認知症支援コーディネーター

の周知状況 

 支援コーディネーターという言葉を

61.8％が「聞いたことがある」と回答し、

配置先は 27.9％、役割および支援内容に

ついては 30.5％が「知っている」と回答

し、「知らない」方が多かった。また、支

援コーディネーターに関する情報は、

23.9％が「個別支援」から得ていた（表 3）。 

 

表 3 若年性認知症支援コーディネータ
ーの情報を得た経路（n=272） 

区分 実数 ％ 

ホームページ 32 11.8 

チラシ等の配布物 40 14.7 

講演会や研修会 48 17.6 

個別支援 65 23.9 

その他 13 4.8 

得ていない 97 35.7 

無回答  15 5.5 

個別ケースの支援で支援コーディネー

ターとの連携状況では、「連携していない」

で 78.3％が回答した。連携経験がある場

合は、支援コーディネーターから直接連絡

があり、連携した回答者が 62.7％で最も

多かった。 

支援コーディネーターと連携すること

でできたことでは、「本人」に対して、「福

祉的就労ができた」が 61.0％、次いで、

「本人の悩みや困り事を整理できた」が

42.4％、「心理的な安定が図れた」が40.7％

であった（表 4）。 

 

表 4 支援コーディネーターとの連携に
よる本人への成果（n=59） 

区分 実数 ％ 

本人の悩みや困り事の整理 25 42.4 

心理的な安定 24 40.7 

専門医療へ受診 4 6.8 

制度・サービスの手続き 19 32.2 

フォーマルサービスの利用 17 28.8 

インフォーマルサービスの

利用 
13 22.0 

一般就労 2 3.4 

福祉的就労 36 61.0 

上記以外の社会参加活動 5 8.5 

家庭生活の役割維持や継続 20 33.9 

その他 4 6.8 

特になし 4 6.8 

無回答 1 1.7 

「家族介護者」に対して、「家族の悩み

や困り事を整理できた」が 54.2％、「心理

的な安定が図れた」が 44.1％であった。

「特になし」は本人と家族ともに 1 割未

満であった（それぞれ 6.8％、8.5％）（表

4、5）。 

 

表 5 支援コーディネーターとの連携に
よる介護家族への成果（n=59） 

区分 実数 ％ 

家族の悩みや困り事の整理 32 54.2 

心理的な安定 26 44.1 

本人の認知症症状への理解 18 30.5 

制度・サービスの理解 15 25.4 

フォーマルサービスの利用 13 22.0 

インフォーマルサービスの

利用 
9 15.3 

自由時間の増加 16 27.1 



54 

 

介護負担（感）の軽減 24 40.7 

家庭生活の役割維持や継続 11 18.6 

社会生活の役割維持や継続 17 28.8 

その他 2 3.4 

特になし 5 8.5 

無回答 1 1.7 

「地域」に対しては、「支援できるフォ

ーマルな場ができた」が 55.9％で最も多

く、次いで、「特になし」が 27.1％で続い

た（表 6）。 

 

表 6 支援コーディネーターとの連携に
よる地域への成果（n=202） 

区分 実数 ％ 

若年性認知症の人を支援 

可能なフォーマルな場 
33 55.9 

若年性認知症の人を支援可

能なインフォーマルな場 
10 16.9 

自治体内の課題が顕在化 9 15.3 

近隣自治体間でサービスの

利用 
4 6.8 

その他 3 5.1 

特になし 16 27.1 

無回答 1 1.7 

また、支援コーディネーターと連携しな

かった理由では、52.6％が「支援コーディ

ネーター自体を知らなかった」と回答した。 

 

3） 若年性認知症に関する取組や支援状

況 

若年性認知症の人の受け入れ状況では、

「現在受け入れている」が 46.3％、「以前

に受け入れたことがある」が 51.1％、「現

在、利用の申し出があり検討中である」が

4.8％であった（表 7）。紹介元は障害者相

談支援センター（基幹も含）が 36.5％、次

いで、支援コーディネーターと介護家族や

親族が 12.7％と続いた。 

 

 

表 7 若年性認知症の人の受け入れ状況
（n=272） 

区分 実数 ％ 

現在受け入れている 126 46.3 

以前に受け入れたことが
ある 

139 51.1 

現在、利用の申し出があ
り検討中である 

13 4.8 

受け入れた若年性認知症の人に対する

支援について、「他の利用者とほぼ同じプ

ログラムで支援をしながら、常時、職員の

目の届くところでサービスを提供してい

る」が 63.5％で最も多く、「認知症の症状

の進行に合わせて工夫した支援をしてい

る」は 27.0％であった（表 8）。 

 

表 8 受け入れた若年性認知症の人に対
する支援（n=244） 

区分 実数 ％ 

他の利用者とほぼ同じプ
ログラムで支援 

75 30.7 

ほぼ同じプログラム、目
の届くところで支援 

155 63.5 

進行に合わせて工夫した
支援 

66 27.0 

その他 3 1.2 

無回答 8 3.3 

また、受け入れ経験がある回答者のうち、

障害福祉サービスと介護保険サービスを

併用利用された若年性認知症の利用者が

「いる」と 38.1％が回答した。その併用利

用の主な理由として、「認知症の症状進行

によるもの」で 55.9％が回答した。特に、

食事や排せつ等を含む「ADL 低下」が

61.5％で最も多く、「指示理解の低下」が

48.1％で続いた（表 9）。 
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表 9 併用利用した内容（n=93） 

区分 実数 ％ 

認知症の症状進行 52 55.9 

（食事に介助） 3 5.8 

（排せつに介助） 8 15.4 

（上記以外の ADL 低下） 21 40.4 

（公共交通機関 利用困難） 15 28.8 

（上記以外の IADL 低下） 16 30.8 

（作業遂行が低下） 19 36.5 

（指示理解の低下） 25 48.1 

（就労や作業の意欲低下） 16 30.8 

（作業への集中力低下） 19 36.5 

（その他） 5 9.6 

（無回答） 1 1.9 

BPSD で対応困難 1 1.1 

家族の支援の確保困難 2 2.2 

家族のレスパイト  9 9.7 

経済的負担の軽減  - - 

その他  10 10.8 

無回答 19 20.4 

併用利用の調整者は「障害者相談支援セ

ンターの相談員」が 24.7％、利用した障害

福祉サービスは「B 型事業所」が 83.9％、

介護保険サービスは「デイサービス」が

55.9％であった。併用利用時の課題は表

10 のとおりである。特に課題はなかった

という意見も少なからずあった。 

 

表 10 併用利用時の課題（抜粋） 
 職員や施設内の配置などの違いで混

乱があった 

 本人から正確な情報を得るのが難し
いため、介護支援専門員に確認する
必要がある 

 本人の納得によるサービス利用の受
入ができるか 

 介護支援専門員が障害福祉サービス

への知識のなさによる、調整の不具
合が生じた 

 障害福祉サービスから介護サービス
のみの利用にシフトするための見極
め。本人の希望、状能の確認が難しい
時がある 

 急な介護保険サービス利用が決ま
り、施設間の連絡調整がうまくいか
なかった 

 介護支援専門員からの情報共有が少
ない 

 ショートステイ利用後に認知機能と
ADL の低下が見られた。認知症が進
んだ 

 作業に対する意欲低下が見られた
際、（うつ病の疾病も有る方）デイサ
ービスの過ごし方と就Ｂ（就労支援
事業所）とは差がある。工賃が発生す
るため、周囲の状況、他の利用者への
影響も考えると過ごし方は何らかの
作業に携るため毎回工賃の発生する
作業の用意、本人の出来ることの中
でやりたい意欲の向く作業の提供を
用意していく必要がある。他者（利用
者）の理解においては難しい場面が
あると滞ってしまう 

 多職種連携でのお互いの理解が難し
い 

 続けて利用出来るよう、１人の時間
をなるべく作らないようにする。 

 障害福祉サービスと介護サービスの
リスクマネジメントの価値観の違い
（例転倒した時の対応など） 

 行政（障害福祉サービスの支給決定）
が併用に対して協力的でない、とき
に併用利用不可なことがある 

 費用（自己負担額）が異なることに利
用者家族の不満がある（就Ｂとデイ
サービスなど） 

 家族の中の抵抗がある程度取り除く
ことができないと、介護サービスの
利用が難しい 

 移行要件を最初に明確にしておく必
要がある。当初は本人の年齢から介
護施設は難色を示されるが、認知症
の進行により、その状態に適切なサ
ービスを提供すべき。介護側のアセ
スメントと適切なサービス提案が適
切なタイミングで行われて欲しい 

 市役所に問い合わせた時、福祉サー
ビスと介護保険サービスと連携がで
きておらず、手続きが大変だった。本
人が制度の理解が困難だったため、
どのサービスを受けられるか等説明
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が難しかった。市役所の職員の異動
で、制度の捉え方が違う 

 担当者会議や本人の情報共有する場
があまりなく、それぞれの事業所で
の対応のみ。本人の残されている強
みや得意なことを活かせる（障害福
祉）場だったと思うが、介護保険のグ
ループホームに入居になり、終了に
なったこと、併用ができないこと 

 制度の違いがあり、家族に対し充分
な理解が得る事が難しいと感じた。
家族が混乱してしまった 

 今日はどちらに通うのかがわからな
くなるため、送迎時間をほぼ同じに
した 

併用利用した利用者がいない理由では、

「併用利用の検討前に、利用者の状態が変

わり退所」が 29.2％で多かった。また、

「併用利用できることを知らなかった」と

15.3％が回答した。 

若年性認知症の人の受け入れにあたっ

ての課題では、「職員が若年性認知症に関

する知識や対応の技術などのノウハウが

ない」と 60.3％が回答し、最も多かった

（表 11）。 

 

表 11 若年性認知症の人の受け入れに
あたっての課題（n=272） 

区分 実数 ％ 

職員が若年性認知症の知識

や対応の技術などのノウハ

ウがない 

164 60.3 

医療機関との連携が取れて

いない 
63 23.2 

医療機関以外の支援機関と

連携ない 
38 14.0 

支援の相談できる外部機関

がない 
39 14.3 

進行すると受入できない可

能性ある 
108 39.7 

他の利用者との関係うまく

保てない 
86 31.6 

通所が困難であり個別の送

迎が必要 
51 18.8 

他利用者に比べ作業をこな

すの困難 
96 35.3 

家族に対する支援のノウハ

ウがない 
30 11.0 

その他 15 5.5 

無回答 9 3.3 

さらに、利用される若年性認知症の人の

退所を検討する場合に、最も判断に影響す

ることは、「基本的な日常生活動作（食事

や排せつ等）が困難」で 37.5％が回答し、

最も多かった。 

 若年性認知症の人の支援事例は 244 名

（男性 161 名、女性 70 名、無回答 13 名）

を把握した。診断名ではアルツハイマー型

認知症が 55.7％、支援開始時の年齢は、50

歳代が 37.7％で最も多く、送迎は 68.9％

が必要であった。活動内容は軽作業のうち、

タオルたたみや部品の組み立て、包装関連

が多かった（それぞれ、28.7％、23.0％、

21.3％）。 

 支援開始時において、「認知症の症状に

関して外部の支援者の利用」は 34.0％が

「ある」と回答した。その支援者として「相

談支援事業所」が 61.4％で最も多く、支援

コーディネーターが 31.3％と続いた。 

支援開始時の制度・サービスの利用状況

は、介護保険は 79.6％、医療保険でのサー

ビスは 13.5％、社会保障制度（自立支援医

療や傷病手当金、障害年金等）は「利用あ

り」が 42.6％であった。さらに、インフォ

ーマルなサービスにおいては、「利用なし」

が 41.0％で最も多かった。また、事例の支

援にあたり、支援コーディネーターと

15.6％が連携し、55.6％は連携していなか

った。連携内容では、「支援に関する相談

や助言」が 76.3％、「関係機関や専門職等

とのカンファレンス等の連携に関する調

整」が 39.5％で多かった。 

 支援終了時の退所理由では、「基本的な 

日常生活動作が困難」が 26.7％で最も多
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かった。 

支援終了時の制度・サービスの利用状況

は、介護保険は 80.2％、医療保険でのサー

ビスは 11.5％、社会保障制度は 36.9％が

「利用あり」であった。さらに、インフォ

ーマルなサービスにおいては、「不明」が

33.6％、「利用なし」が 30.7％であった。 

 

2 調査 2：認知症地域支援推進員におけ

る若年性認知症の人への支援と支援

コーディネーターとの連携に係る実

態調査 

 

1） 基本属性 

回答した推進員の配置先は「市区町村の

直営の地域包括支援センター」が 41.6%、

勤務形態は「兼務」が 62.8%、推進員とし

ての通算経験年数は「5 年以上 10 年未満」

が 28.8%で最も多かった。 

推進員として関与業務（若年性認知症は

問わず）は、「認知症総合支援事業」が

96.9％、「任意事業」が 92.2％であった。

その中で「認知症サポーター養成講座」が

95.3％、「認知症ケアパスの作成・普及」

が 82.6％、「認知症カフェの開催や運営支

援」が 81.3％、「認知症初期集中支援推進

事業」が 78.3％で多く関与していた。 

他の関係機関や専門職との現在の連携

状況では、「地域包括支援センター」が

88.9％、「行政機関（高齢、福祉分野）」が

87.7％、「介護支援専門員」が 87.0％、「介

護保険サービス事業所」が 84.7％、「認知

症初期集中支援チーム」が 81.9％、「社会

福祉協議会」が 80.8％で多く連携してい

た。一方で、「年金事務所」が 1.5％、「社

会労務士」が 1.8％「地域障害者職業セン

ター」が 1.9％、「ハローワーク」が 2.2％、

「障害者就業・生活支援センター」が7.5％

でほぼ連携していなかった。 

 

2） 若年性認知症支援コーディネーター

の周知状況 

 支援コーディネーターという言葉を

96.0％が「聞いたことがある」と回答し、

配置先は 83.8％、役割および支援内容は

81.2％が「知っている」と回答した。また、

支援コーディネーターに関する情報は、

67.5％が「講演会や研修会」から得ていた

（表 12）。 

 

表 12 若年性認知症支援コーディネー
ターの情報を得た経路（n=718） 

区分 実数 ％ 

ホームページ 212 29.5 

チラシ等の配布物 324 45.1 

講演会や研修会 485 67.5 

個別支援 167 23.3 

その他   79 11.0 

得ていない 25 3.5 

無回答  5 0.7 

令和 6 年度の認知症総合支援事業にお

いて、推進員が支援コーディネーターと連

携し、若年性認知症の人の対応を行った場

合に、その事務に要する経費の補助に関し

ては、82.6％が「知らない」と回答した。 

 個別ケースの支援以外で支援コーディ

ネーターに参加や協力依頼が「ある」又は

「予定している」回答者は 24.0％で、

75.9％は「ない」と回答した。「ある」又

は「予定している」事業では「認知症総合

支援事業」が 69.2％で最も多かった。支援

コーディネーターと事業にて連携するこ

とで、「支援できるインフォーマルな場が
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できた」が 36.3％、「自治体内の課題が顕

在化できた」が 32.2％で成果として多く

挙がった。また、「ない」理由では、「本人

や家族から相談がない」が 58.9％、「事業

や企画を実施していない」が 47.9％で多

かった。 

 

3） 若年性認知症に関する取組や支援状

況 

 推進員として若年性認知症（MCI や疑

いも含む）の個別ケースへの支援経験は、

「現在、行っている」と「現在はいないが、

過去に行った」を合わせると 48.1％、「行

ったことはない」は 51.7％であった。個別

ケースの紹介や紹介先として、「介護家族

や親族」が 52.8％、次いで「若年性認知症

支援コーディネーター」が 22.6％と続い

た。推進員として実施した支援内容では、

「認知症の人とその家族を支援する相談

支援」が 87.5％、「必要なサービス提供さ

れるため調整」が 68.7％、「支援する関係

者の連携体制の構築」が 60.3％で多かっ

た（表 13）。 

 

表 13 推進員として実施した支援内容
（n=345） 

区分 実数 ％ 

関係者の連携体制の構築 208 60.3 

認知症の人とその家族を支

援する相談支援 
302 87.5 

必要なサービスの調整 237 68.7 

認知症カフェや介護教室等

の開設や開催 
102 29.6 

多職種協働のための研修 37 10.7 

社会参加活動のための体制

整備 
69 20.0 

認知症の人と家族への一体

的支援 
81 23.5 

その他 18 5.2 

無回答 5 1.4 

個別ケースの支援にあたり、支援コーデ

ィネーターと 58.6％が連携していた。支

援コーディネーターと連携することでで

きたことでは、「本人」に対して、「フォー

マルサービスの利用ができた」が 49.0％、

「制度・サービスの手続きができた」が

44.1％、「本人の悩みや困り事を整理でき

た」が 43.1％で多かった（表 14）。 

 

表 14 支援コーディネーターとの連携
による本人への成果（n=202） 

区分 実数 ％ 

本人の悩みや困り事を整理 87 43.1 

心理的な安定 70 34.7 

専門医療へ受診 42 20.8 

制度・サービスの手続き 89 44.1 

フォーマルサービスの利用 99 49.0 

インフォーマルサービスの

利用 
55 27.2 

一般就労 6 3.0 

福祉的就労 21 10.4 

上記以外の社会参加活動 34 16.8 

家庭生活の役割維持や継続 37 18.3 

その他 17 8.4 

特になし 11 5.4 

無回答 7 3.5 

「家族介護者」に対して、「家族の悩み

や困り事を整理できた」が 63.9％、「心理

的な安定が図れた」が 48.0％、「フォーマ

ルサービスの利用が進んだ」が 45.0％で

多かった。「特になし」は本人と家族とも

に 1 割以下であった（表 14、15）。 
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表 15 支援コーディネーターとの連携
による介護家族への成果（n=202） 

区分 実数 ％ 

家族の悩みや困り事を整理 129 63.9 

心理的な安定 97 48.0 

本人の認知症症状への理解 69 34.2 

制度・サービスの理解 81 40.1 

フォーマルサービスの利用 91 45.0 

インフォーマルサービスの

利用 
56 27.7 

自由時間の増加 15 7.4 

介護負担（感）の軽減 64 31.7 

家庭生活の役割維持や継続 28 13.9 

社会生活の役割維持や継続 30 14.9 

その他 1 0.5 

特になし 16 7.9 

無回答 8 4.0 

「地域」に対しては、「特になし」が

32.3％で最も多く、次いで、「自治体内の

課題が顕在化」が 31.2％で多かった（表

16）。 

 

表 16 支援コーディネーターとの連携
による地域への成果（n=202） 

区分 実数 ％ 

若年性認知症の人を支援 

可能なフォーマルな場 
26 12.9 

若年性認知症の人を支援可

能なインフォーマルな場 
54 26.7 

自治体内の課題が顕在化 63 31.2 

近隣自治体間でサービスの

利用 
9 4.5 

その他 11 5.4 

特になし 65 32.2 

無回答 13 6.4 

支援コーディネーターと連携しなかっ

た理由では、「支援コーディネーターが遠

方に配置されている等、物理的に連携がと

りにくかった」が 44.3％で最も多かった。 

 推進員として若年性認知症の本人、家族

や親族の支援をする（または支援を想定し

た）際、課題や困難と考えることでは、「特

に課題や困難と考えることはない」は

2.6％に留まり、把握する仕組みが十分で

ない」が 75.5％、次いで、「支援に関わる

各関係機関等（労働や障害分野）との連携

体制が十分でない」が 60.7％で多かった

（表 17）。 

 
表 17 若年性認知症の本人、家族や親族
の支援をする（または支援を想定した）際、
課題や困難と考えること（n=718） 

区分 実数 ％ 

病気の特性が分からない 31 4.3 

本人の支援方法が分からな

い 
138 19.2 

家族等への支援方法が分か

らない 
145 20.2 

把握の仕組みが十分でない 542 75.5 

活用できる社会制度やサー

ビスが分からない 
308 42.9 

医療や介護分野との連携体

制が十分でない 
281 39.1 

労働や障害分野との連携体

制が十分でない 
436 60.7 

企業関係者との連携体制の

構築方法が分からない 
341 47.5 

その他 62 8.6 

特に課題や困難と考えるこ

とはない 
19 2.6 

無回答 5 0.7 

若年性認知症の人の支援事例は 345 名

（男性 180名、女性 149名、無回答 16名）

を把握した。診断名ではアルツハイマー型

認知症が 64.6％、支援開始時の年齢は 50

歳代が 40.6％、本人の受診状況では診断

後が 51.9％（その内、診断後 1 から 2 年

未満が 26.8％）で最も多かった。本人の状

況では、「無職」が 27.0％、「一般就労退職」

が 24.1％と続いた。 
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 支援開始時の制度・サービスの利用状況

は、障害者手帳は「取得なし」が 55.4％、

介護保険および障害福祉サービス、医療保

険でのサービス（精神科デイ等）の「利用

なし」はそれぞれ 60.6％、78.0％、77.4％

であった。また、社会保障制度（自立支援

医療や傷病手当金、障害年金等）、インフ

ォーマルなサービスにおいても「利用なし」

がそれぞれ 45.8％、58.8％で最も多かっ

た。 

 事例の支援にあたり、支援コーディネー

ターと 47.5％が連携し、44.3％は連携し

ていなかった。連携内容では、「支援に関

する相談や助言」が 93.9％、「関係機関や

専門職等とのカンファレンス等の連携に

関する調整」が 23.8％で多かった。 

 支援終了時の制度・サービスの利用状況

は、障害者手帳は「取得あり」が 38.6％、

「取得なし」が 34.8％、介護保険は「利用

あり」が 78.2％であった。障害福祉サービ

スと医療保険でのサービスは「利用なし」

がそれぞれ 65.5％、67.0％で多かった。ま

た、社会保障制度、インフォーマルなサー

ビスにおいても「利用なし」がそれぞれ

25.5％、42.0％であり、支援開始時と比較

して、制度・サービスの利用が増加してい

た。 

 

3. 調査 3：若年性認知症支援コーディネ

ーターの活動内容に関する調査 

 

1） 基本属性 

回答した支援コーディネーターの配置

地域は都道府県が 68 名、指定都市が 14

名であった。配置先は「認知症疾患医療セ

ンターを含む医療機関」が 56.1％、支援コ

ーディネーターが配置された時期は

「2017 年以前」が 53.7％、回答者の配置

時期は「2017 年以前」が 18.3％、配置人

数は、複数配置が 56.1％で平均の配置人

数は 2.9 名であった。勤務形態は「兼務」

が 57.3％で、その内、支援コーディネータ

ー業務の割合は「1 割」が 23.4％、「2 割」

が 25.5％で多く、5 割以上は 23.4％に留

まった。また、保有資格は「社会福祉士」

が 51.2％であった。 

 

2） 若年性認知症支援コーディネーター

としての活動状況 

 支援コーディネーターとして、配置先等

から求められている業務内容は、「市町村

や関係機関との連携体制の構築（支援ネッ

トワークづくり）」は 100.0％、「個別相談

業務」は 98.8％、「若年性認知症の知識の

普及・啓発」97.6％でほぼ全員の回答者が

求められていた。 

個別相談業務のうち「電話相談」は

98.8％、「来所相談」は 95.1％であった。

市町村や関係機関との連携体制の構築（支

援ネットワークづくり）のうち、「個別の

ケースカンファレンスへの参加」が

84.1％で最も多く、次いで、「ネットワー

ク会議への参加」が 80.5％で続いた。若年

性認知症に係る正しい知識の普及・啓発の

詳細は、「地域や関係機関に対する講演や

研修会」が 86.3％で最も多かった。 

 支援コーディネーターとして、実施可能

な業務内容は、「本人や家族との悩みの共

有」が 98.8％、「相談内容の確認と整理」

が 97.6％、「利用できる制度、サービスの

紹介」が 93.9％、「受診勧奨」が 92.7％で

ほぼ全員の回答者が実施可能であった。実
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施ができない業務は、「産業医への周知・

啓発」で 78.0％、「事業主への周知・啓発」

で 75.6％ができないと回答した。業務が

実施可能に対して、全体的に影響を与えて

いる要因は、「関係機関や専門職とのネッ

トワークの構築があるから」が 73.2％、

「配置先の方針で若年性認知症の支援に

理解があるから」が 68.3％で多かった。ま

た、実施が困難な要因では、「関係機関等

とのネットワークが十分でない」が

51.2％で最も多かった。 

 相談窓口全体の【個別相談業務】の実績

では、相談件数の合計は、100 件以上が

39.3％で最も多かった。新規相談者の診断

状況が「診断前」の件数は 0～9 件が約 5

割で最も多かった。新規相談者の診断状況

が「診断後」の件数は、0～9 件が 49.2％

で最も多かった。個別支援の主な繋ぎ先は、

「地域包括支援センター」が 62.3％で最

も多く、次いで、「認知症疾患医療センタ

ー」が 50.8％、「障害福祉サービス事業所」

が 42.6％で続いた。 

個別相談業務で多い相談内容は、「医療

に関すること」で 95.1％、「社会制度・サ

ービスに関すること」と「日常生活に関す

ること」が 92.7％で 9 割を超える回答で

あった。 

 普及・啓発活動（自身や相談窓口全体）

をとおして、若年性認知症の人の支援に結

び付いたことが「ある」と 72.0％が回答

し、 その内容では、「チラシ等の配布」が

62.7％で多く、次いで、「研修会の講師」

が 55.9％であった。 

 連携している専門職や関係機関は、「地

域包括支援センター」が 89.0％で最も多

く、次いで、「認知症疾患医療センター」

が 81.7％で続いた。連携していない専門

職や関係機関は、「行政機関（労働分野）」

が 73.2％で最も多く、次いで、「ジョブコ

ーチ」が 69.5％で続いた。 

支援コーディネーターとして、若年性認

知症の人の就労支援（福祉的就労も含む）

や社会参加に係る支援の実施は、72.0％が

「行った」と回答した。支援の内容は、「一

般就労に係る支援」が 86.4％で最も多く、

次いで、「福祉的就労に係る支援」が

76.3％、「介護保険サービス事業所の利用

に係る支援」が 54.2％で続いた。就労支援

等の支援を行わなかった理由では、「令和

5 年度は支援コーディネーターではなか

った」が 40.0％で最も多かった。 

支援コーディネーターとしてこれまで

に現行の制度やサービス、関係機関等の調

整や支援した経験の有無では、認知症疾患

医療センターの診断後等支援機能の「診断

後等の認知症の人や家族に対する相談支

援」は 90.2％で最も多く経験があった。ま

た、「自立支援医療」は 87.8％、「家族会等

の集いや交流会」は 86.6％、「障害者手帳」

は 82.9％、「障害年金」は 80.5％と 8 割以

上が調整等の経験があった。一方で、「治

療と仕事の両立」や「子育てや教育関係」

に関する項目は支援経験がない方が多か

った（表 18）。 
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表 18 支援コーディネーターとしての
各制度等の調整や支援の有無（n=82、無回
答を除く、上段：実数、下段：％） 

 

【認知症疾患医療センターの診断後等支
援機能】 

区分 あり なし 

診断後等の認知症の人や 

家族に対する相談支援 

74 
90.2 

5 
6.1 

当事者等によるピア活動や

交流会の開催 

50 
61.0 

27 
32.9 

 

【治療と仕事の両立】 

区分 あり なし 

療養・就労 両立支援指導料 
12 
14.6 

67 
81.7 

両立支援コーディネーター

との連携 

11 
13.4 

68 
82.9 

 

【労働（就労支援）】 

区分 あり なし 

地域障害者職業センターと

の連携 

37 
45.1 

42 
51.2 

ジョブコーチ支援 
15 
18.3 

64 
78.0 

障害者就業・生活支援セン

ターとの連携 

33 
40.2 

45 
54.9 

ハローワークとの連携 
38 
46.3 

41 
50.0 

 

【障害福祉サービス】 

区分 あり なし 

就労移行 
16 
19.5 

62 
75.6 

A 型事業所 
26 
31.7 

53 
64.6 

B 型事業所 
59 
72.0 

20 
24.4 

生活介護 
22 
26.8 

54 
65.9 

移動支援 
21 
25.6 

57 
69.5 

 

 

 

 

【介護保険サービス】 

区分 あり なし 

通所系 
60 
73.2 

19 
23.2 

入所系 
47 
57.3 

32 
39.0 

訪問系 
43 
52.4 

36 
43.9 

 

【インフォーマルサービス】 

区分 あり なし 

認知症カフェ 
60 
73.2 

19 
23.2 

家族会等の集いや交流会 
71 
86.6 

8 
9.8 

本人ミーティング 
51 
62.2 

27 
32.9 

 

【社会保障制度】 

区分 あり なし 

傷病手当金 
61 
74.4 

18 
22.0 

障害年金 
66 
80.5 

13 
15.9 

成年後見制度 
40 
48.8 

38 
46.3 

障害者手帳 
68 
82.9 

11 
13.4 

自立支援医療 
72 
87.8 

7 
8.5 

 

【子育てや教育関係】 

区分 あり なし 

スクールカウンセラー 
10 
12.2 

68 
82.9 

教育関係者 
15 
18.3 

63 
76.8 

子育て関連の行政担当者 
17 
20.7 

61 
74.4 

また、障害福祉サービスと介護保険サー

ビスを併用して利用された人の有無では、

「いる」が 51.2％、「いない」が 48.8％で

あった。「いる」との回答者の中で併用利
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用した主な理由では、「認知症の症状進行」

が 85.7％、次いで、「家族のレスパイト」

が 33.3％で続いた。「症状進行」の具体的

な内容では特に、食事や排せつ等を含む

「ADL 低下」が 72.2％で最も多く、「指示

理解の低下」が 52.8％で続いた（表 19）。 

併用利用の主な調整者は「若年性認知症

支援コーディネーター」が 33.3％で最も

多く、利用したサービス内容では、障害者

福祉サービスは B 型事業所が 76.2％、介

護保険サービスが通所介護で 52.4％と多

かった。併用利用時の良かった点と課題で

は、表 20 のとおりである。 

 

表 19 併用利用した内容（n=42） 

区分 実数 ％ 

認知症の症状進行 36 85.7 

（食事に介助） 11.1 11.1 

（排せつに介助） 27.8 27.8 

（上記以外の ADL 低下） 33.3 33.3 

（公共交通機関 利用困難） 22.2 22.2 

（上記以外の IADL 低下） 30.6 30.6 

（作業遂行が低下） 50.0 50.0 

（指示理解の低下） 52.8 52.8 

（就労や作業の意欲低下） 30.6 30.6 

（作業への集中力低下） 36.1 36.1 

（その他） 8.3 8.3 

BPSD で対応困難 6 14.3 

家族の支援の確保困難 4 9.5 

家族のレスパイト  14 33.3 

経済的負担の軽減  7 16.7 

その他  7 16.7 

 

表 20 併用利用時の良かった点と課題
（抜粋） 

良かった点 

 介護度が低く、使えない分のサービ
スを障害サービスで補うことができ
た 

 家族が就労しており、本人が不安な
く過せる場を提供できる 

 介護支援専門員と計画相談の担当者
が連携し、それぞれの制度にないも
のを補う形（就Ａ＋訪看）（就Ｂ＋
グループホーム）で利用でき、相互
の理解が深まった 

 進行しても円滑に介護サービスを増
やすことができる 

 ニーズに柔軟に対応できる 
 当事者は新しい施設を利用すること

に抵抗のある方が多いが、併用する
ことにより不安が軽減され、スムー
ズに介護保険サービスへ移行できた 

 独居のため、生活状況や栄養状態が
かなり心配な状況だったため、Ｂ型
事業所に週５日通所され、昼食を摂
れたことで、栄養状態も改善され
た。介護保険サービスの訪問看護に
より健康管理と生活状況で気になる
部分の声掛け（室温や洗濯など）に
より生活の質も向上した 

 介護保険でヘルパーに送出しをして
もらうことで、Ｂ型を継続できてい
る 

 入所せず在宅生活や就Ｂが継続でき
た 

 本人の力を活かしながら、家族の負
担を減らすことができた 

 本人は就労Ｂの工賃で子供たちへ、
おやつなど、購入し渡すことで親と
しての役割を得ている 

課題 

 日中活動（通所先）は障害の就労系
か介護保険のデイサービスなどのど
ちらかしか当地では利用できず、障
害の就労系で軽作業できるが入浴の
サービスを受けたい場合、介護保険
のデイサービス併用できなくて困る 

 サービスの併用がスムーズではな
く、何度も役所や関係機関との相談
を要した 

 介護保険サービス利用者は高齢者が
多く、活動内容も高齢者に合わせた
ものになっている。 

 曜日によって行く場所、やる事が変
わるので混乱が生じることがあっ
た。混乱する事が増えれば一方のみ
とする方向である 

 支援コーディネーター介入当初、
ADL 低下し就Ｂ継続が既に困難でか



64 

 

つ、独居生活継続希望もハイリスク
だが、ケアチームの合意形成に支障
があり、独居継続中である。意思決
定支援が間に合っていない 

 障害と介護の双方をつなぐ役割が必
要であり、行政担当者の理解不足も
ある。介護保険を申請したことによ
り、利用できなくなる障害のサービ
スもあるため、申請のタイミングが
難しい 

 相談支援専門員が認知症に詳しくな
いことが多いため、介護保険への移
行が滞ることがある 

 自治体によっては、介護保険が優先
と言われてしまい、障害福祉サービ
スが利用しづらい時もある 

 当事者の進行が早かったり、介護サ
ービス事業所が見つからなかったり
と、タイムリーに併用を開始できな
いケースもある 

 複数の事業所に通うと混乱する人も
多く、綿密な連携が必要であるが、
未だに併用できることを知らない支
援者がいる 

 今回のケースは地域包括へつなぎ、
地域包括から連携の輪が広がった
が、地域差があるため、まとまらず
支援コーディネーターが主軸で動か
ないと進まないこともある 

 就Ｂ利用中に症状進行した場合、ど
のタイミングで介護保険の事業所に
移行するのか、また、タイミングを
誰がはかるのかが不明瞭で、Ｂ型事
業所の利用開始時に、本人（家
族）・事業所と一同で、決めておく
べきと考える 

 市町村によって解釈が違い、使えな
い、使えるがある 

 介護につないだタイミングが遅く、
障害福祉の事業所の負担が大きかっ
た 

 障害福祉から介護保険へ移行するこ
とに抵抗感を示し、家族の気持ちの
受け入れに時間を要した 

 本人の状況に合う場を選択し、情報
を丁寧に共有していくための時間や
手間がかかる。若年性認知症の人
は、休職している人も多く、障害サ
ービスの利用が先に進められないこ
ともある。障害サービス職員の若年
性認知症への理解不足や行政の抵抗
感がある 

本人が住み慣れた地域の専門職（地域包

括やケアマネ等）へ支援コーディネーター

の役割をつなぐ際、主なつなぎ先は「地域

包括支援センター」が 76.8％で最も多か

った。一方で、役割をつないだ後、地域の

専門職だけでは対応が難しく、再度、調整

や支援した経験が「ある」と 62.2％が回答

した。その内容は「若年性認知症の人の支

援に関する相談や助言」が 100.0％で、特

に、「社会制度やサービスに関すること」

が 70.6％、「医療に関すること」58.8％が

多かった。また、「関係機関や専門職等と

のカンファレンス等の連携に関する調整」

は 49.0％が行っていた（表 21）。 

 

表 21 地域の専門職だけでは対応が難
しく、再度、調整や支援した内容（n=51） 

区分 実数 ％ 

若年性認知症の支援の相談

や助言 
51 

100.
0 

（医療関係） 30 58.8 

（就労関係）  25 49.0 

（社会制度等の関係） 36 70.6 

（日常生活関係） 22 43.1 

（家族支援関係） 26 51.0 

（その他）  1 2.0 

関係機関等との連携に関す

る調整  
25 49.0 

認知症に関する研修会の開

催 
10 19.6 

フォーマルサービスの発掘

や開発 
6 11.8 

インフォーマルサービスの

発掘や開発 
13 25.5 

インフォーマルサービスの

運営の協力や参加 
10 19.6 

その他  1 2.0 

役割をつないだ後、地域の専門職だけで

は対応が難しかった主な理由では、表 22

のとおりである。 
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表 22 地域の専門職地域の専門職だけ

では対応が難しかった主な理由（抜粋） 

【専門職の知識や支援経験の不足】 

 介護支援専門員は障害福祉サービス
の就労支援や障害者施設に関して苦
手であり、障害の相談支援専門員は
その逆である。両方のサービスを組
み合わせる事が多いので苦手分野を
お手伝いする 

 就労支援や障害の知識、支援経験が
なかった。一番は、「介護保険の対
象、介護保険サービス利用の希望が
あったら対応する」というスタンス
のため、早期から介入してもらえな
いことも多い 

 障害年金、自立支援医療、手帳、傷
病手当金等の社会制度面を苦手とさ
れる方が多く、サポートさせてもら
うことがあった 

 

 若年性認知症と聞くと、対応が困難
と思う 

【本人の状態変化】 

 認知症の進行に伴い、支援がたりな
くなり、協力機関を増やし、再調整
する必要があった 

 状態の変化により医療的対応等が必
要となり再相談がある 

【マネジメントする専門職の不在】 

 制度利用につながらなかった場合、
誰も関わりを継続していないことが
あり、つないだ後もどこまで確認す
ればいいのか難しかった 

【本人や家族との関係性の構築】 

 本人との信頼関係をまずつくること 

 家族のニーズが高齢者より多様であ
る 

 家族が制度やサービスについて十分
理解されなかったり、当事者の現状
を受け入れることができず、不安が
大きかったりしたため 

令和 6 年度の認知症総合支援事業（地

域支援事業）において、推進員が支援コー

ディネーターと連携し、若年性認知症の人

の対応を行った場合に、その事務に要する

経費を補助すること周知状況は、70.7％が

「知らない」と回答した。  

支援コーディネーター業務の実施から

得られた成果では、86.6％が「ある」とし、

相談窓口全体では「専門職からの若年性認

知症についての相談が増えた」が 80.8％、

「本人や家族を含む親族からの若年性認

知症についての相談が増えた」が 69.2％、

「診断前や診断直後からの支援が増えた」

が 57.7％で多かった。支援コーディネー

ター自身の成果では、「支援経験の積み重

ねができた」が 87.3％、「本人に対する支

援方法の理解が深まった」が 78.9％、「社

会制度やサービスに関する知識が増えた」

が 77.5％、「家族に対する支援方法の理解

が深まった」が 71.8％で多かった。 

また、支援対象者別での成果では、本人

に対しては「制度・サービスの手続きがで

きた」が 84.5％、「フォーマルサービスの

利用が進んだ」が 80.3％で多かった（表

23）。 

 

表 23 支援コーディネーター業務の実
施による本人への成果（n71） 

区分 実数 ％ 

本人の悩みや困り事を整理 49 69.0 

心理的な安定 43 60.6 

専門医療へ受診 43 60.6 

制度・サービスの手続き 60 84.5 

フォーマルサービスの利用 57 80.3 

インフォーマルサービスの

利用 
47 66.2 

就労や社会参加活動 47 66.2 

家庭生活の役割維持や継続 24 33.8 

その他 1 1.4 

無回答 1 1.4 

家族介護者に対しては「家族の悩みや困

り事を整理できた」が 83.1％「心理的な安
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定が図れた」が 77.5％で多かった（表 24）。 

 

表 24 支援コーディネーター業務の実
施による介護家族への成果（n=202） 

区分 実数 ％ 

家族の悩みや困り事を整理 59 83.1 

心理的な安定 55 77.5 

本人の認知症症状への理解 40 56.3 

制度・サービスの理解 51 71.8 

フォーマルサービスの利用 56 78.9 

インフォーマルサービスの

利用 
41 57.7 

自由時間の増加 22 31.0 

介護負担（感）の軽減 34 47.9 

家庭生活の役割維持や継続 27 38.0 

社会生活の役割維持や継続 23 32.4 

その他 1 1.4 

無回答 1 1.4 

地域に対しては「支援できるインフォー

マルな場ができた」が 46.5％、「自治体内

の課題が顕在化できた」が 39.4％で多か

った（表 25）。 

 

表 25 支援コーディネーター業務の実
施による地域への成果（n=202） 

区分 実数 ％ 

若年性認知症の人を支援 

可能なフォーマルな場 
19 26.8 

若年性認知症の人を支援可

能なインフォーマルな場 
33 46.5 

自治体内の課題が顕在化 28 39.4 

近隣自治体間でサービス利

用 
11 15.5 

その他 3 4.2 

無回答 13 18.3 

成果が得られていない理由では「相談が

少ないため」が 54.4％、次いで「支援コー

ディネーターとしての経験が浅いため」が

45.5％で多かった。 

支援コーディネーター業務を実施する

際、課題や困っていることについて、

97.6％が「ある」と回答し、その内容では

「支援コーディネーターについて地域住

民や関係機関の認知度や理解度が低い」が

53.8％、「若年性認知症に関する支援につ

いて地域住民や関係機関の関心が低い」が

46.3％で、「兼務で主業務が多忙のため余

裕ない」が 42.5％で多かった。また、今後、

支援コーディネーター業務をさらに推進

していくにあたり、若年性認知症施策行政

担当者に対して、63.4％が「支援ネットワ

ークづくり強化のため、関係機関との調

整」、59.8％が「若年性認知症の周知・啓

発のための支援」を必要であると回答した。 

 

E. 考察 

調査 1：就労継続支援事業所における若年

性認知症の人の支援に係る調査 

本調査により、就労継続支援事業所にお

いて若年性認知症の人の受け入れが進ん

でいない現状が明らかとなった。 

1 次調査では全国の事業所を対象に、若

年性認知症の人の受け入れ状況を調査し

た。その結果、8 割以上の事業所が若年性

認知症の人の利用申し出がないと回答し、

利用の申し出があっても受け入れに至ら

なかった回答も一部存在した。これは先行

研究とも一致しており、依然として若年性

認知症の人が事業所を利用するハードル

が高いことを示している。 

若年性認知症は他の疾患と比較して有

病率が低いため、利用希望者が少ないとい

う構造的要因もあるが、それに加えて若年

性認知症とともに働くことへの理解不足

や、「若年性認知症支援コーディネーター」
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や「若年性認知症コールセンター」などの

相談機関の認知度が低いことも、利用促進

の妨げとなっていると考えられる。若年性

認知症に関する情報が本人や家族、支援者

に十分に届いていないため、事業所という

選択肢がそもそも知られていない、または

適切に結びついていない可能性がある。若

年性認知症の人は適切なサポートがあれ

ば働くことができること、利用できるサー

ビスとして障害福祉サービスがあること

の周知や理解促進が求められる。 

2 次調査からは、支援コーディネーター

との連携が進んでいない実態も浮き彫り

となった。支援コーディネーターという言

葉自体は聞いたことがある事業所が多か

ったものの、その配置先や役割、支援内容

については知らない事業所が多く、認知度

が低いことが示された。また、個別ケース

の支援で支援コーディネーターと連携し

ていない事業所が 8 割近くに上り、その

理由としては、「支援コーディネーター自

体を知らなかった」という回答が最も多い

結果となった。 

支援コーディネーターは認知症総合推

進事業の柱の一つである若年性認知症施

策総合推進事業として、2016 年から都道

府県・指定都市（指定都市は 2018 年）に

設置が進められた比較的新しい事業であ

る。医療・介護領域を主とする認知症施策

と障害福祉分野とは制度的な隔たりがあ

り、連携が進みにくい現状があるのではな

いだろうか。また、支援コーディネーター

の認知度の低さに加え、言葉は聞いたこと

があっても、その配置先や役割、支援内容

を知らない事業所が多いことが、連携が進

まない一要因と考えられた。情報提供の経

路も個別支援が多く、十分ではない可能性

が考えられた。障害分野における支援コー

ディネーターの役割と支援内容、その成果

を明確にし、周知・啓発を強化していくこ

とが必要である。 

一方で、支援コーディネーターと連携し

た事業所においては、福祉的就労の実現や

家族の悩みの整理、地域における支援体制

の整備といった具体的な成果が見られた。

支援コーディネーターは、若年性認知症に

関する専門的な知識と社会資源への理解

を有し、本人と家族を適切な制度やサービ

スへとつなげる役割を果たしていること

を示している。また、若年性認知症の主介

護者は配偶者が多い。介護者自身も家庭や

社会の中で重要な役割を果たしているが、

本人の見守りや介助に多くの時間を費や

し、定期的な休息がなかったり、相談相手

もおらず孤立していたりと、介護者の多く

が抑うつ状態であるとの報告もある。介護

家族も支援の対象であり、支援コーディネ

ーターが第三者として客観的に状況を整

理し、相談に乗ることで、心理的な安定に

もつながった可能性が考えられる。支援コ

ーディネーターが本人だけでなく、家族支

援にも寄与している点も重要である。 

 加えて、若年性認知症の人の症状進行に

伴う支援の必要性の変化に対応するため

には、障害福祉サービスと介護保険サービ

スの切れ目ない連携が求められる。そこで、

障害福祉サービスと介護保険サービスの

併用利用について調査したところ、併用利

用の理由では、認知症の症状進行によるも

のが多く、特に、食事や排せつ等を含む基

本的 ADL 低下が最も多かった。これは、

利用する若年性認知症の人の退所を検討
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する場合や、実際の支援事例においても退

所の理由として多かった。 

就労継続支援事業所は、病気やケガ、障

害などが原因で就労が困難な人に向けて、

知識や能力を向上させるために必要な就

労の機会や生産活動の機会を提供する福

祉サービスである。そのため、作業遂行の

困難さよりも、基本的 ADL への介助が中

心となる段階に入ると、事業所のサービス

提供の範囲を超え、より介護ニーズの高い

介護保険サービスへの移行が求められて

いた。この点は併用利用を検討する目安の

一つになると考えられた。 

また、併用利用した利用者がいない理由

では、併用利用の検討前に、利用者の状態

が変わり退所したことが多かった。認知症

の症状は多様で、時に急速に悪化すること

もある。そのため、関係者と密に連携を図

りながら、支援を進めていくことが望まな

いが、併用利用時に状態の見極めや情報共

有の難しさ、家族への理解を得ることが課

題として多かった。具体的かつ有用な調整

方法については、さらなる調査が必要であ

る。また、併用利用できることを知らない

回答者が一定数おり、基本的な制度の利用

についても、理解促進が必要である。 

若年性認知症の人の受け入れにあたっ

ての課題としては、職員が若年性認知症に

関する知識や対応の技術などのノウハウ

がないという点が最も多く指摘された。若

年性認知症の人や家族に対して、一般的な

障害福祉サービスの知識や経験だけでは

十分に対応できない場合が多く、現場職員

が不安を抱えていることが想定される。専

門的な知識や具体的な支援方法に関する

研修機会や情報提供が不足していること

が、現場の不安や課題につながっていると

考えられた。 

これらの結果から、今後、必要なことし

て以下①から⑤が挙げられる。①若年性認

知症に関する正確な情報の周知および相

談機関の認知度の向上、②支援コーディネ

ーターの役割や配置先、連携方法の理解促

進、③研修機会の提供を通じた職員の対応

力強化、④障害福祉と介護保険制度の円滑

な連携体制の構築があり、若年性認知症の

人が安心して就労継続支援事業所を利用

できるよう、情報提供、支援体制の整備、

そして制度間の連携強化が不可欠である。 

 

調査 2：認知症地域支援推進員における若

年性認知症の人への支援と支援コーディ

ネーターとの連携に係る実態調査 

この調査では、推進員による若年性認知

症の人への支援状況と、支援コーディネー

ターとの連携の実態が明らかになった。 

推進員は支援コーディネーターという

言葉やその役割について高い認知度を持

っていた。一方で、令和 6 年度より新たに

開始された認知症総合支援事業における

地域支援事業の一環として、推進員が支援

コーディネーターと連携して若年性認知

症の人に対応した際、その事務に要する経

費の補助制度については、認知度が低いと

いう結果が得られた。この背景には、制度

が新規事業として導入されたばかりであ

ることが影響していると考えられる。 

また、個別支援にとどまらず、一部の推

進員は支援コーディネーターと連携し、認

知症総合支援事業などの事業を実施して

おり、特にインフォーマルな支援の場作り

に貢献していた。支援コーディネーターは
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若年性認知症に関する専門的な知識を持

ち、推進員は自自治体の実情や資源に関す

る知見を有している。両者がそれぞれの専

門性を活かして連携することで、より効果

的かつ持続可能な地域支援体制の構築が

可能となると考えられる。また、若年性認

知症の人が利用するサービスの多くは高

齢者向けに設計されており、当事者の実情

やライフステージに即した支援ニーズに

必ずしも対応していない。認知症カフェや

交流会などのインフォーマルな場は、若年

性認知症の本人や家族の情報交換、ピアサ

ポート、社会参加の機会として重要である。

また、フォーマルサービスよりも柔軟にニ

ーズを反映できるという点で有用な手段

である。このような背景から、支援コーデ

ィネーターと推進員の連携が活発に進め

られている可能性が考えられる。 

個別支援においては、約半数の推進員が

支援コーディネーターと連携しており、そ

れにより、本人や家族の悩み整理、心理的

な安定、制度・サービスの手続き、フォー

マルサービスの利用促進などに成果があ

った。推進員として本人や家族の相談支援

やサービス調整、連携体制の構築に多く関

与していたが、支援コーディネーターも相

談や調整の役割を担う重要な存在として

機能していた。加えて、就労継続支援事業

所での連携と同様に、家族支援にも一定の

効果をもたらしていた。 

支援コーディネーターと連携しなかっ

た理由としては、「支援コーディネーター

が遠方に配置されている等、物理的に連携

がとりにくかった」という回答が最も多か

った。支援コーディネーターは都道府県や

指定都市に数名程度しか配置されていな

い場合が多く、広い担当範囲を抱えている

地域では、必要なときに速やかな連携を取

ることが困難な状況があると考えられる。

こうした課題から、今後は支援体制の円滑

な構築に向けて、支援コーディネーターの

配置や連携の手法についての再検討が求

められる。 

さらに、推進員が若年性認知症の本人や

家族の支援をする上での直面する課題と

しては、「把握する仕組みが十分でない」

ことや「支援に関わる各関係機関等（労働

や障害分野）との連携体制が十分でない」

ことが指摘された。若年性認知症は高齢者

の認知症と比較して人数が少ないため、早

期に発見し、支援につなげるための仕組み

がまだ十分整備されていない可能性があ

る。また、若年性認知症の人は就労や子育

てなど、高齢者の認知症とは異なる特有の

課題を抱えている。推進員に係る業務は、

認知症総合支援事業の中に位置付けられ

ている。就労継続支援事業所と同様に、医

療・介護領域を主とする認知症施策と労

働・障害分野とは制度的な隔たりがあり、

横断的な支援体制の構築が十分ではない

現状がある。早期からの支援体制構築や他

分野の狭間に対して、若年性認知症に関す

る情報をワンストップで提供する相談窓

口の周知や機能強化、支援コーディネータ

ーの調整役としての関与が期待され、その

ためには都道府県・指定都市が運営主体の

若年性認知症施策総合推進事業の一層の

推進が求められる。 

これらの結果から、推進員と支援コーデ

ィネーターとの連携は一定程度進んでい

るものの、今後、必要なことして以下３点

が挙げられる。①地理的要因による連携の
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困難さへの対応として、支援コーディネー

ターの配置や連携方法の検討、②医療・介

護に限らず、労働・障害などの他分野を含

めた包括的な連携体制の整備、③早期から

の制度・サービスの活用促進できるよう、

都道府県・指定都市の後方支援のあり方も

検討を深めることが望まれる。 

 

調査 3：若年性認知症支援コーディネー

ターの活動内容に関する調査 

この調査では、支援コーディネーターの

活動内容やその成果、直面している課題な

どが明らかになった。 

支援コーディネーターは、市町村や関係

機関との連携体制の構築、個別相談業務、

若年性認知症の知識普及・啓発といった多

岐に渡る業務を担っており、配置先等から

もこれらの業務が求められていることが

明らかとなった。若年性認知症の人のニー

ズは多様で、医療、介護、福祉、労働など

様々な分野の支援が必要となるため、支援

コーディネーターがハブとなり、関係機関

をつなぎ、包括的な支援体制を構築する役

割が求められている。また、社会全体の理

解促進に向けた啓発活動も、重要な役割の

一つとして位置づけられており、実際にそ

の役割が果たされていることも明らかと

なった。 

実施可能な業務としては、本人や家族と

の悩みの共有、相談内容の整理、制度・サ

ービスの紹介、受診勧奨などがほぼ全ての

支援コーディネーターによって挙げられ

た。一方で、産業医や事業主への周知・啓

発は困難さを多く感じていることが示さ

れた。これは、企業の人事担当者や産業医

の多くが認知症に関する専門的な知識を

持ち合わせていないことに加え、情報提供

や連携のノウハウが不足していること、さ

らに企業側の理解や協力体制を得ること

の難しさも影響していると考えられる。 

個別相談業務においては、医療、社会制

度・サービス、日常生活に関する相談が多

く実施しており、就労支援や社会参加に関

する支援も広く実施されていた。具体的に

は、一般就労・福祉的就労の支援や、介護

保険サービスの利用支援などが行われ、若

年性認知症の人のニーズに即した支援が

展開されていることが伺えた。また、支援

コーディネーターとしてこれまでに現行

の制度やサービス、関係機関等の調整や支

援した経験の有無では、「診断後等の認知

症の人や家族に対する相談支援」は最も多

く経験があったが、「治療と仕事の両立」

や「子育てや教育関係」に関する項目は経

験が少ない傾向であった。令和 6 年から

施行された「共生社会の実現を推進するた

めの認知症基本法」の認知症施策推進基本

計画では、支援コーディネーターが専門家

として若年性認知症の人に対する就労支

援を推進することや、支援コーディネータ

ー等と企業の産業医や両立支援コーディ

ネーター等による連携した対応を行うこ

とが明記されている。このため、今後は就

労支援や社会参加の支援がより一層求め

られることが予想される。その実現に向け

ては、知識や技術の共有を進め、支援コー

ディネーターが円滑に対応できるよう、研

修機会の提供やマニュアル整備が不可欠

である。さらに、どのような支援が有効で

あるかについても、継続的な調査と検討が

求められる。 

また、障害福祉サービスと介護保険サー



71 

 

ビスの併用については、半数以上の支援コ

ーディネーターが経験しており、その主な

理由として、認知症の進行に伴う基本的

ADL（食事・排泄等）の低下が最も多く挙

げられた。この傾向は、就労継続支援事業

所の調査結果とも一致しており、作業遂行

能力の低下よりも、基本的 ADL への支援

ニーズの高まりが、併用利用を判断する一

つの指標となっていることが示唆された。 

併用調整は多くの場合、支援コーディネ

ーターが主導しているが、制度間の連携の

難しさや、高齢者向けサービスとのミスマ

ッチといった課題も指摘されている。 

 地域の専門職（地域包括支援センター職

員やケアマネジャー等）への橋渡し後にも、

再調整が必要となるケースが多く、特に社

会制度やサービス、医療に関する相談や助

言が求められている。認知症高齢者に関す

る支援経験が豊富な地域専門職であって

も、若年性認知症特有の課題への対応には

十分な知識がなく、調査ではその支援経験

不足が複数の回答者から指摘された。その

ため、支援コーディネーターが引き続き専

門的な助言や関係機関の連携を担う「伴走

支援」ができる体制の整備が求められる。 

支援コーディネーターの業務を通じて、

専門職や本人・家族からの相談件数の増加

や、診断前・診断直後からの早期支援の実

施といった成果も見られた。支援コーディ

ネーターの存在が地域で認知されるよう

になったことで、それまで相談先が不明だ

った専門職や家族が、安心して相談できる

窓口として活用するようになったことが

要因と考えられる。一方で、地域住民や一

部の関係機関における認知度・関心の低さ

や、支援コーディネーターが他業務と兼務

していることによる多忙さも課題として

挙げられた。支援コーディネーターの役割

や活動内容が十分に周知されていないこ

とで、関係機関との連携や支援の広がりが

制限されている状況もあった。 

今後の業務推進にあたっては、関係機関

との調整機能の強化、若年性認知症に対す

る周知・啓発の継続的な実施が求められる。

こうした課題を解決し、より効果的な支援

体制を構築するためには、地域社会全体で

の理解促進とともに、都道府県・指定都市、

市区町村の行政担当者による継続的な支

援も不可欠である。 

以上の結果から、支援コーディネーター

は、若年性認知症のある人やその家族にと

って、不可欠な存在であることが示唆され

た。その活動を今後さらに充実させるため

には、以下の 3 点が特に重要であると考

えられる。①関係機関との連携強化、②地

域社会への啓発活動の推進、③業務負担の

軽減と支援体制の整備が挙げられる。 

 

F. 結論と今後の課題 

今回の調査結果から、若年性認知症の人

への支援においては、就労継続支援事業所、

推進員、支援コーディネーターのそれぞれ

が重要な役割を担っている一方で、連携や

情報共有に関する課題が依然として大き

いことが明らかになった。 

就労継続支援事業所に関しては、B 型事

業所での受け入れが多く見られたが、実際

には若年性認知症の人の利用申し出自体

が少ないという現状があった。これは、本

人や家族、さらには専門職側においても、

就労継続支援事業所という選択肢が十分

に認知されていない可能性を示唆してい
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る。また、支援コーディネーターの認知度

が低いことや、個別ケースでの連携が進ん

でいない背景には、支援コーディネーター

の存在や役割が十分に周知されていない

という根本的な課題があった。 

一方で、支援コーディネーターと連携し

た事業所では、本人に対して福祉的就労の

実現や悩み事の整理、家族に対しては悩み

事の整理や心理的な安定といった成果が

見られていることから、支援コーディネー

ターの専門性と調整力の有用性が裏付け

られた。しかし、受け入れにあたっては、

職員の知識や対応技術の不足が課題とな

っており、進行に伴う基本的 ADL の困難

さが退所の理由の多くを占めていること

から就労と介護のシームレスな連携の必

要性が示唆された。 

推進員は支援コーディネーターの役割

や配置先について認知度は高いものの、個

別ケース以外での連携はまだ十分とは言

えない。連携によってインフォーマルな支

援の場作りといった成果も出ているが、連

携しない理由として物理的距離が連携の

障壁となることも明らかになった。個別ケ

ースの支援では、支援コーディネーターと

の連携により、本人や家族の悩み整理、制

度・サービスの手続きなどが促進されてお

り、支援コーディネーターとの連携が支援

の質を高める鍵であることが分かった。し

かし、推進員の若年性認知症の本人や家族

の支援における課題として、把握する仕組

みや労働・障害分野との連携体制の不十分

さが指摘されており、より早期からの包括

的な支援体制の構築が求められる。 

支援コーディネーターは、連携体制の構

築、個別相談、知識普及・啓発など多岐に

わたる業務を担っており、その必要性は明

らかである。しかし、産業医や企業への周

知の難しさや、地域住民・関係機関への認

知度の低さといった課題は依然として残

る。また、障害福祉サービスと介護保険サ

ービスの併用利用においては、認知症の症

状進行が主な理由であり、支援コーディネ

ーターがその調整において重要な役割を

果たしている。さらに、役割をつないだ調

整先の専門職の理解や対応が十分でない

場合、支援の継続的なフォローアップが必

要となる現状も確認された。 

これらの調査結果を総合的に見ると、若

年性認知症の人々の支援には、制度の狭間

に落ち込むリスクや理解されにくい特性

への対応という困難さがある。したがって、

より包括的で柔軟な支援体制の構築と、社

会的な理解・認知度の向上が急務である。

そこで、若年性認知症の人のニーズに合わ

せた切れ目のない支援体制を構築するた

めには、以下の点が重要であると考えられ

る。 

 

① 【若年性認知症に関する社会的認知

度向上と情報提供体制の強化】 

就労継続支援事業所など、利用可能な社

会資源に関する情報を、本人や家族が早期

に確実に得られる体制の整備が必要であ

る。行政や医療機関による積極的な情報提

供や若年性認知症の情報をワンストップ

で提供する相談窓口（＝支援コーディネー

ター）の明確化が求められる。 

 

② 【支援コーディネーターの更なる周

知と機能強化】 

支援コーディネーターの役割や配置先
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を広く周知し、関係機関や企業、市民へ周

知を進めることが重要である。加えて、専

門性の維持・向上のために定期的な研修機

会や実務交流の場を確保する必要がある。 

 

③ 【多職種による早期からの連携体制

の構築】 

医療、介護、福祉、労働などの各分野が

垣根を超えて連携するための地域横断的

な協議体の設置やケース会議を進めるこ

とが求められる。特に、就労と介護領域の

円滑な連携は喫緊の課題である。 

 

④ 【若年性認知症に関する専門知識・技

術の普及】 

 就労継続支援事業所や地域の専門職が、

若年性認知症の特性と支援技術を習得で

きるよう、e ラーニングや集合研修、事例

検討会などの支援ツールの開発と導入を

検討すべきである。質の高い支援を提供で

きる人材育成が必要である。 

 

⑤ 【インフォーマルな支援の場の充実】 

本人や家族が気軽に集まり、情報交換や

ピアサポートを得られるようなインフォ

ーマルな場の整備を、支援コーディネータ

ー、地域包括支援センター、推進員が連携

して積極的に展開する必要がある。 

 

⑥ 【制度の柔軟な活用と関係機関間の

情報共有】 

障害福祉サービスと介護保険サービス

の併用に関する知識や手続きが関係機関

間で統一されるよう、研修やガイドライン

等の整備を通じて制度運用の精度向上を

図るとともに、情報共有体制を構築する必

要がある。 

 

 令和 6 年 1 月に施行された「共生社会

の実現を推進するための認知症基本法」は、

「認知症の人の社会参加」を基本理念に掲

げている。この理念を体現するためにも、

若年性認知症の人が就労をはじめとする

社会参加を可能とする支援体制のさらな

る充実が急がれる。今後は、行政・関係機

関・地域住民が一体となって、本人の意思

に沿った、切れ目のない柔軟な支援体制の

構築に向けた具体的な検討と実践を進め

ていくことが求められる。 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

1) 齊藤千晶：特集 認知症基本法と作業

療法-共生社会において個性と能力が

発揮できる支援-若年性認知症の人の

就労に関する調査から.作業療法ジャ

ーナル 58(11),1065-1071,2024 

 

2. 学会発表 

1) 齊藤千晶，李相侖，山口友佑，工藤純

平，鷲見幸彦：市町村における若年性

認知症の人の支援推進に必要な方策

の検討-若年性認知症支援コーディネ

ーターの視点から-．第25回日本認知

症ケア学会，2024.6.15-6.16，東京（口

頭）． 

2) 李相侖，齊藤千晶，山口友佑，工藤純

平，鷲見幸彦：地域包括支援センター

における若年性認知症を有する者の

社会参加の支援状況－困難や他施設

連携との関連-．第25回日本認知症ケ

ア学会，2024.6.15-6.16，東京（口頭）． 
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3) 齊藤千晶，李相侖，山口友佑，鷲見幸

彦.地域包括支援センターの若年性認

知症者への支援-支援コーディネータ

ーとの連携-．第43回日本認知症学会，

2024.11.21-11.23，福島（ポスター）． 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定含

む） 

１．特許取得：なし 

２．実用新案登録：なし 

３．その他：なし 
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厚生労働科学研究費補助金（認知症政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

若年性認知症の人の就労支援・経済的支援に関する調査 

 

研究分担者 表志津子 金沢大学医薬保健研究域保健学系 教授 

 

研究要旨 

研究目的：本研究では、企業における若年性認知症の就労支援に関する支援体制の実態、

及び当事者・家族における診断前後からその後の相談支援や経済的負担の実態について

明らかにすることを目的とした。研究方法：令和 6 年度は、企業と当事者家族を対象とし

た調査を実施した。企業に対しては Web 調査にて、若年性認知症に関する企業の研修や

支援体制、若年性認知症の従業員への対応（主治医との連携、職場内・外の支援、企業内

の支援体制や就労継続等）を調査した。当事者家族へは郵送調査にて、診断からサービス

利用までの期間に焦点をあて、受診に際しての相談、主治医からの説明や相談支援の実態

等を調査した。結果：企業への調査は 806 名を分析対象とした。回答者は，「人事担当者」

80.5%が最も多く，業種は「製造業」が 25.9％，「保健衛生業」18.2％の順に多かった。従

業員が心身の変調をきたした場合に「人事部門と産業保健スタッフが連携して対応して

いる」と回答した企業は 64.1％，「企業内で若年性認知症に関する研修を実施」した経験

のある企業は 2.1％であった。38 社が若年性認知症従業員の経験があった。当事者家族へ

の調査は，144 名を分析対象とした。診断時の主治医からの説明においては，「診断・治

療に関する説明」は 8 割以上の者があったと回答した。一方，「日常生活上の留意点」で

は 5 割，「利用可能な制度に関して」は 3 割であった。説明に対して，【診断以外に説明が

なく見通しがもてない】【診断後の生活への提案がほしい】，【今後どうしてよいかわから

ない】という意見があった。 

考察：症状に応じた適切な職場環境の調整や業務内容の見直しが必要となるが，多くの

事業所では具体的な対応策の知識や経験が不足していることが本研究から示唆された。

早期発見・適切な対応のための予備的知識を得る必要性を周知すること，具体的な事例

の提示が，研修実施につながると考える。また，診断時の支援については，主治医か

ら，診断・治療への説明に加えて，今後の見通しが持てるような生活への具体的な提案

の必要性が示唆された。 

A. 研究目的 

 本研究の目的は、若年性認知症の人が症

状に気付いてから公的なサービス(介護保

険)を利用するまでにおいて、事業場では

若年性認知症の就労支援に関する支援体

制の実態を、家族には診断前後からその後

の負担や支援利用の実態について明らか

にし、途切れない支援を検討することにあ

る。 
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B. 研究方法 

1）企業における若年性認知症と診断され

た従業員への就労支援の実態 

対象及び調査方法： 

対象企業は、東北・北海道、関東、中部、

関西、中国・四国、九州地方、各 1 県に本

社を有する、労働者 100 人以上の企業と

し、帝国データーバンクから 10,074 社の

企業の住所等のデータ提供を受けた。対象

者は社員の就労支援に関わる担当者であ

る。調査方法は，郵送による依頼、WEB に

よる回答とし、2024 年 5 月～7 月に実施

した。 

調査項目：  

a.基本属性 ；回答者の職種、事業所の業

種、事業所の規模、雇用障害者の有無、産

業スタッフの有無  

b.従業員が利用できる制度と職場内の

連携について； 治療中の従業員または雇

用障害者が利用できる制度、職場内の連

携  

c.若年性認知症者に関する体制につい

て ；若年性認知症の認知、研修の実施・き

っかけ、今後の研修予定、若年性認知症に

おける治療と仕事の両立に関する手引き、

利用できる公的制度の認知  

d.若年性認知症と診断された従業員に

ついて ；従業員の有無、性別、年代、疾患

名、現在の雇用形態、診断を把握した経緯

と受診への対応、主治医との連携、雇用に

ついて  

e.支援内容（就業体制、安全面、経済面、

生活面）、対応に考慮したこと、対応時の

困難点  

分析：各項目について単純集計を行った。 

 

2）当事者及び家族の診断からサービス利

用までの生活・相談支援利用の実態 

 対象及び調査方法： 

対象者は全国の若年性認知症の当事者

家族であり、若年性認知症支援者協議会の

支援団体、家族の会及び若年性認知症支援

コーディネーター計 37 箇所に協力を得て、

当事者ご家族に郵送による無記名自記式

質問紙調査を実施した。調査期間は 2024

年 7 月～12 月であった。 

調査項目： 

a.基本属性 ；回答者の属性、当事者の診

断前の状況 

b.診断時の状況について； 診断名、主治

医から受けた説明と理解の程度、説明への

意見、受診した病院の看護師や相談員から

の説明と理解の程度、説明への意見 

c.診断後の相談；病院以外の創さん先と

内容、意見 

d.診断後の生活 ；就労の有無と生活状況、

介護者自身の生活の変化、収入の変化と家

計へのサポート対応  

e.介護保険利用までの制度の利用状況  

 

3）倫理的配慮 

 1）、2）いずれも社会福祉法人仁至会倫

理・利益相反委員会の承認（0503）と、金

沢大学医学倫理審査委員会の実施許可

（811136-1）を得た。  

 

C. 研究結果 

1）企業における若年性認知症と診断さ

れた従業員への就労支援の実態 

905 名から回答があり、回収率は 9.0％

であった。そのうち 884 名の同意が得ら

れ、806 名を分析対象とした。 
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回答者は、「人事担当者」80.5%が最も多

く、次いで「衛生管理者」19.9%であった。

業種は「製造業」が 25.9％、「保健衛生業」

18.2％の順に多かった。「障害者雇用あり」

と回答した企業は 9.3％、「産業医がいる」

と回答した企業は 85.1％であった。 

従業員が心身の変調をきたした場合に、

「人事部門と産業保健スタッフが連携し

て対応している」と回答した企業は 64.1％、

「企業内で若年性認知症に関する研修を

実施」した経験のある企業は 2.1％、「若年

性認知症における仕事と両立の手引き」を

知っていると回答した企業は 11.9％であ

った。若年性認知症と診断された従業員の

「雇用継続可能性が高い」と回答した企業

は 67.0％であった（別添資料１）。 

若年性認知症と診断された従業員への

対応については、経験があったと回答した

のは 38 社（4.7%）であった。従業員への

対応に関して、職場への支援と配慮につい

て「業務内容の変更・配置替えを行った」

が 52.6%と最も多かったが、「対応はしな

かった」が 23.7%であり、「職場適応支援

者（ジョブコーチ）などを配置した」企業

はなかった。対応を検討する際に考慮した

事項としては、「病気の症状」が 63.2%と

最も多く、続いて「職務内容」が 57.9%で

あった。対応に際して難しいと感じた点は、

「作業内容の選定」が 52.6%と最も多く、

「安全・事故対策」と「他の従業員への負

担」がともに 50.0%、「人員調整・フォロ

ー体制」と「業務への支障」がともに 44.7%、

「職場同僚の理解」と「処遇・給与の維持」

がともに 34.2%であった。 

 

2）当事者及び家族の診断からサービス

利用までの生活・相談支援利用の実態 

 306 名に配布し、159 名から回答があっ

た。回答率は 52.0％（有効回答率

90.6％）で 144 名を分析対象とした。 

回答者の属性では、配偶者が最も多く

94.4％、平均年齢は 63.3±7.7 歳であっ

た。「診断を受けた当事者の診断時の年

齢」は 53.2±7.2 歳、性別は「男性」

70.1％、診断名は「アルツハイマー型認

知症」75.4％、「前頭側頭型認知症」

19.7％の順に多かった。 

 受診に際しての相談に関して、「相談し

なかった」者は 30.1％であった。相談し

た者の相談先（複数回答）は、「家族」

41.3％、「友人・知人」19.6％、「かかりつ

け医」16.1％、「職場」10.5％であった。

受診時に主治医から受けた説明の状況で

は、内容別に割合の高かったのは「診断

名について」92.9％、「治療薬について」

83.6％、「今後の通院治療について」

87.9％であった。「日常生活上の留意

点」、「今後予想される症状や留意点につ

いて」は約 5 割、「職場で配慮するこ

と」、「医療費軽減」、「当事者や家族など

ピアサポート」に関する説明について

は、約 3 割であった。説明を受けたと回

答した者のうち約 8 割は理解できたと回

答した。説明に関する自由記載では、【診

断以外に説明がなく見通しがもてない】、

【本人や家族の気持ちに寄り添ってほし

い】、【診断後の生活への提案がほしい】、

【受診先によって検査や治療が異なる】、

【今後どうしてよいかわからない】とい

った意見があった（別添資料２）。 

診断後の相談先については、「家族」

89.3％、次いで「当事者・家族の会」
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69.9％、「地域包括支援センター」

68.3％、「若年性認知症コーディネータ

ー」62.3％であり、相談先に関する自由

記載では、【専門職による介護者のサポー

ト体制が必要】、【相談窓口につながるこ

とが重要】、【適切な時期の具体的な提案

の不足】などの意見があった。 

 

D. 考察 

1）企業における若年性認知症と診断さ

れた従業員への就労支援の実態 

全国 6 都道府県の従業院 100 名以上の

企業を対象として調査を行った。回収率

は低かったが、全国の若年性認知症に関

する企業の支援体制、及び若年性認知症

と診断された従業員への対応を初めて明

らかにすることが出来た。回答者は若年

性認知症について関心のある企業が一定

程度含まれていると考える。 

回答のあった企業の約 9 割で障害者雇

用が行われていた。一方、従業員の心身

の変調に際して人事部門と産業保健スタ

ッフの連携が行われていたのは 64.1％で

あった。従業員に若年性認知症が疑われ

る状況が生じた場合、企業内では対応経

験がないことが想定されるため、普段か

ら相談できる体制等企業内での連携した

取り組みが望まれる。 

若年性認知症に関する職場内研修の実

施率は極めて低い現状であり、「若年性認

知症における治療と仕事の両立に関する

手引き」の認知は 11.9％であった。雇用

主は一般的な認知症の知識は持っている

ものの、それを職場環境に効果的に応用

できていないという報告がある。これら

の結果は、認知症の知識はあっても自社

の従業員が診断を受けることを想定して

いない状況であると考えられる。若年性

認知症を持つ従業員の就労において、安

全配慮義務を果たすためには、症状の進

行に応じた適切な職場環境の調整や業務

内容の見直しが必要となるが、多くの事

業所では具体的な対応策の知識や経験が

不足していることが本研究から示唆され

た。 

両立支援の対象となるメンタルヘルス

においては、ストレスチェックは義務化

され研修が行われているが、罹患率が低

い若年性認知症の研修には至っていな

い。本調査では研修の内容や対象者まで

は言及出来ないが、高年齢者雇用安定法

の改正をうけ、定年が 65 歳に引き上げら

れる企業が増えることが想定されること

から、対象疾患を若年性認知症に限らず

認知症として、人事管理者及び衛生管理

者を対象とした早期発見・適切な対応の

ための予備的知識を得る必要性を周知す

ること、具体的な事例の提示が、研修の

実施につながると考える。 

 

2）当事者及び家族の診断からサービス

利用までの生活・相談支援利用の実態 

若年性認知症の当事者及び家族におけ

る、診断時の相談支援の状況を明らかに

することが出来た。調査票の配布は、若

年性認知症支援者団体や支援コーディネ

ーターを通して行ったことから、回答時

点で支援者に繋がり何らかの相談ができ

る状況にあった者であったと考える。 

診断時の受診においては、3 割は誰に

も相談することなく受診したと回答して

おり、かかりつけ医への相談割合も低い
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ことから、気になる症状があっても相談

しにくい心理状況・体制である可能性が

示唆された。 

診断時の主治医からの説明において

は、診断・治療に関する説明は 8 割以上

の者があったと回答があったが、日常生

活上の留意点では 5 割、利用可能な制度

に関しては 3 割であった。自由記載では

この結果に対応するように【診断以外に

説明がなく見通しがもてない】、【診断後

の生活への提案がほしい】という状況が

示された。説明があった内容については

8 割以上の者が理解できたと回答してい

ることから、診断により混乱する当事者

家族に対して、このような状況を理解し

た説明の実施及び支援を行うことが望ま

れる。 

診断後の相談先においては、【専門職に

よる介護者のサポート体制が必要】、【相

談窓口につながることが重要】といった

意見があった。本調査の回答者は支援者

等のサポートを受けている状況であるこ

とからこのような意見があったと考え

る。一方、【適切な時期の具体的な提案の

不足】という意見もあった。若年性認知

症は進行性の疾患であり、病状の変化に

応じて、受けられる制度やサービスが異

なる。支援者は、当事者家族に伴走し、

病状の進行に応じた提案が求められるこ

とが示唆された。 

その他、経済的な状況については、今

後とりまとめる予定である。 

 

E. 結論と今後の課題 

 従業員に若年性認知症が疑われる状況

が生じた場合、企業内では対応経験がない

ことが想定されるため、普段から相談でき

る体制等連携した取り組みが望まれる。ま

た、人事管理者及び衛生管理者を対象とし

た具体的な事例の提示が、研修の拡大につ

ながると考える。当事者・家族に対する診

断時の主治医からの説明においては、診

断・治療に加えて日常生活ついての説明を

希望していた。説明があった内容について

は 8 割以上の者が理解できたと回答して

いることから、当事者家族の状況を理解し

支援することが望まれる。 

今後は結果を詳細に分析し、企業・家族

の現状に基づいた支援について提言する。 

 

G. 研究発表 

１．論文発表 

1）Omote S, Ikeuchi S, Okamoto R, Takahashi 

Y, Koyama Y. Experience with Support at 

Workplaces for People with Young Onset 

Dementia: A Qualitative Evaluation of 

Being Open about Dementia, Int. J. Environ. 

Res. Public Health 2023, 20(13), 6235; 

https://doi.org/10.3390/ijerph20136235 

2）濱田珠里，表志津子，岡本理恵，池内

里美，高橋裕太朗：若年性認知症支援コ

ーディネーターの一般就労継続支援に

おける医療機関と企業との連携の実態，

看護実践学会誌，35(2): 8-17 (2023) 

3）池内里美，岡本理恵，表志津子，田中

浩二，高橋裕太朗，入谷敦，丸山美虹，

濱田珠里：若年性認知症の人の就労を支

援するための学習プログラム開発にお

ける成果と課題-研修参加者の就労支援

行動の変化と学習プログラムの評価か

ら，看護実践学会誌，35(2): 18-28 (2023) 

２．学会発表 

https://doi.org/10.3390/ijerph20136235
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1）池内里美, 岡本理恵, 表志津子, 髙橋裕

太朗： 若年性認知症の人の就労や社会

参加を支える支援者の経験, 第 12 回日

本公衆衛生看護学会学集会，2024.1.7 北

九州 

2）高橋裕太朗，表志津子，岡本理惠，池

内里美：若年性認知症と診断された従業

員の就労及び支援体制の実態，第 13 回

日本公衆衛生看護学会学術集会，

2025.1.4-5，名古屋 

 

その他 

1）表志津子：若年性認知症の人と家族へ

の支援～一般就労継続を支える～，第

22 回大府センター認知症ケアセミナー，

2024.7.23 ，名古屋 

2）表志津子：若年性認知症と診断された

方の就労支援について；令和 6 年度企業

向け若年性認知症セミナー，2025.2.3～

3.10，埼玉県 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定含

む） 

１．特許取得：なし 

２．実用新案登録：なし 

３．その他：なし 
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別添資料１．企業における若年性認知症と診断された従業員への就労支援の実態 

 

回答者の概要                           N=806 

 n ％ 

回答者の概要（複数回答）    

 人事担当者 649 80.5 

 衛生管理者 160 19.9 

 産業医 3 0.4 

 看護師・保健師 43 5.3 

 その他 55 6.8 

事業所の規模    

 本社 733 90.9 

 本社工場 51 6.3 

 その他 22 2.7 

 欠損値 0 0.0 

事業所の業種    

 製造業 209 25.9 

 保健衛生業 147 18.2 

 商業 97 12.0 

 運輸交通業 65 8.1 

 建設業 46 5.7 

 教育・研究業 42 5.2 

 通信業 28 3.5 

 接客娯楽業 27 3.3 

 貨物取扱業 20 2.5 

 清掃・と畜業 19 2.4 

 金融・広告業 10 1.2 

 映画・演劇業 0 0.0 

 農業 2 0.2 

 鉱業 1 0.1 

 水産業 0 0.0 

 畜産業 0 0.0 

 その他 93 11.5 

 欠損値 0 0.0 

従業員数    

 100 人未満 39 4.8 
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 100 人以上 1000 人未満 703 87.2 

 1000 人以上 64 7.9 

 欠損値 0 0.0 

障害者雇用の有無    

 あり 720 89.3 

 なし 70 8.7 

 欠損値 16 2.0 

従業員が心身の変調をきたした場合に，人事部門と産業保健スタッフが連

携して対応しているか 
  

 連携して対応している 517 64.1 

 連携して対応していない 137 17.0 

 どちらともいえない 151 18.7 

 欠損値 1 0.1 

 

若年性認知症に関する研修や支援 

  n  ％ 

若年性認知症に関する研修経験の有無（複数回答可）   

 企業内研修 17 2.1 

 外部研修 16 2.0 

 行っていない 769 95.4 

 その他 5 0.6 

若年性認知症における治療と仕事の両立に関する手引きを知っているかど

うか 

   

 知っている 96 11.9 

 知らない 707 87.7 

 欠損値 3 0.4 

雇用を継続する可能性    

 可能性が高い 540 67.0 

 可能性が低い 239 29.7 

 欠損値 27 3.3 
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別添資料２．当事者及び家族の診断からサービス利用までの生活・相談支援利用の実態 

 

 

 

 

 

回答者の属性 N＝144

n ％

当事者との関係

　　配偶者 136 94.4

　　子ども 5 3.5

　　実親 1 0.7

　　義親 0 0.0

　　兄弟姉妹 0 0.0

　　その他 2 1.4

性別

　　男性 39 27.1

　　女性 105 72.9

受診に際して、相談した人や機関 N＝144

n ％

43 30.1

59 41.3

28 19.6

15 10.5

23 16.1

地域包括支援センター 14 9.8

ソーシャルワーカー/相談員 1 0.7

5 3.5

若年性認知症コールセンター 2 1.4

若年性認知症支援コーディネーター 7 4.9

0 0.0

18 12.6

2 1.4覚えていない

相談しなかった

相談した

家族

友人・知人

職場

かかりつけ医

市町村窓口

保健所

その他
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n ％ n ％ n ％

診断名　                                                n=140 130 92.9 7 5.0 3 2.1

治療薬                                                   n=140 117 83.6 18 12.9 5 3.6

今後予想される症状や留意点                  n=140 71 50.7 48 34.3 21 15.0

日常生活上の留意点                               n=141 73 51.8 40 28.4 28 19.9

職場で配慮すること                                n=121 33 27.3 69 57.0 19 15.7

今後の通院医療                                      n=141 124 87.9 11 7.8 6 4.3

自動車の運転                                      n=134 73 54.5 48 35.8 13 9.7

相談員（病院内）の紹介                       n=141 53 37.6 82 58.2 6 4.3

障害者手帳の申請                    n=139 46 33.1 85 61.2 8 5.8

医療費軽減について                               n=139 54 38.8 73 52.5 12 8.6

当事者や家族会などピアサポートの紹介 n=141 47 33.3 85 60.3 9 6.4

病院外の相談窓口                                  n=140 44 31.4 81 57.9 15 10.7

その他                                                   n= 12 2 16.7 4 33.3 6 50.0

診断時の主治医からの説明の状況

内容
説明があった 説明はなかった 覚えていない

n ％ n ％ n ％

診断名　                                                n=130 114 88.4 14 10.9 1 0.8

治療薬                                                   n=117 97 85.8 10 8.8 6 5.3

今後予想される症状や留意点                  n= 71 58 85.9 8 12.7 5 1.4

日常生活上の留意点                               n= 73 61 85.9 9 12.7 1 1.4

職場で配慮すること                                n= 33 27 84.4 4 12.5 1 3.1

今後の通院医療                                      n=124 107 90.7 10 8.5 1 0.8

自動車の運転                                      n= 73 60 87.0 9 13.0 0

相談員（病院内）の紹介                       n= 53 46 90.2 3 5.9 2 3.9

障害者手帳の申請                    n= 46 44 95.7 2 4.3 0

医療費軽減について                               n= 54 50 96.2 2 3.8 0

当事者や家族会などピアサポートの紹介 n= 47 47 100.0 0 0

病院外の相談窓口                                  n= 44 18 72.0 6 24.0 1 4.0

その他                                                   n=  2 1 50.0 1 50.0 0

説明があったと回答した者の理解の状況

内容
理解できた できなかった 覚えていない
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厚生労働科学研究費補助金（認知症政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

若年性認知症本人および家族への情報提供支援に関する研究 

 

研究分担者 李相侖 認知症介護研究・研修大府センター 研究部長 

 

研究要旨 

研究目的：認知症の症状や医療、介護等の社会資源に関する情報は増加しているもの

の、若年性認知症の人が必要とする情報に関しては知見が乏しい。本研究では、若年性認

知症本人や家族が求める情報の種類、情報収集のタイミングや方法を明らかにし、本人と

家族等間における情報ニーズの比較を行った。研究方法：就労継続支援事業所や認知症地

域支援推進員、若年性認知症支援コーディネーターの合計 2,251 か所に調査票を送付し、現

在支援中の本人又は家族への配布を依頼した。調査項目は、先行研究を参考に、困ったこと

や、医療、介護、経済的支援、社会資源、健康等 13 種類の情報について、情報収集の時期

（診断前・直後、進行後、時期に関係なく）、収集方法を尋ねた。収集方法は、若年性認知症支

援コーディネーター、知人、医療、行政機関、チラシ、書籍、インターネットとした。結果：回収数

は 219件で、有効回答数は 148件であった。回答者は本人が 26.1%、配偶者が 50.7%であった。

困ったこととしては、認知症の進行、経済状況への不安、社会参加の場の不足があげられた。

情報収集の経験からは、全 13種類の情報において 6割以上が情報収集の経験があり、病気の

進行、治療方法、初期症状は上位３位であった。情報収集のタイミングは、症状や疾患の情報

は診断直後、初期症状や専門医の情報は診断前も 3 割以上を示した。介護サービス、経済的

な支援、就労相談は、診断後や進行後の回答が多かった。収集方法は、症状・疾患は医療機

関や web、介護や社会的資源は行政機関、就労相談や地域資源は若年性認知症支援コーデ

ィネーターからも取得が多かった。健康は web でお出かけ場所等の情報取得の傾向が見られ

た。本人と家族・その他の情報ニーズにおいて、初期症状、介護保険サービス、全般的な介護

総合窓口、介護方法、家族会に関する情報は両群で有意な差が見られた。社会資源などの項

目における両群の差は認められなかった。考察：診断前後を通じて医療に関する情報、診断後

は介護や経済的支援に関する情報を必要としていることが明らかになった。情報の収集方法

は、web が幅広く活用されている一方で、専門家や行政機関からの情報提供も求められてい

た。本人、家族等で情報ニーズの違いはあるものの、社会資源等においては両群ともニーズが

高かった。若年性認知症の人に対する支援において、多様な情報を整備し、ニーズに合わせた

適切な時期の情報提供体制の重要性が示唆された。結論：本研究の結果から若年性認知症

本人・家族の情報ニーズは高く、診断前後で求められる情報が異なることが示唆された。

特に、診断直後は病状の情報、診断後は生活支援に関する具体的な情報が必要とされてい

た。本人、家族の情報ニーズからは、両群とも医療や介護、社会的資源に関する情報ニー

ズが高く、情報提供支援の必要性が示唆された。 
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A. 研究目的 

近年、高齢者人口の増加に伴い、認知症

への社会的関心が高まる中、認知症を有

する本人にとっての身体的・社会的環境

のアクセシビリティ向上、社会参加や活

動に関するアクセス可能な情報の提供は

重要な課題とされている(WHO, 2017)。 

若年性認知症（Young-Onset Dementia: 

YOD）は、高齢期認知症に比べて患者数

は少ないものの、生産年齢人口であり、ラ

イフステージが異なることから、高齢期

認知症者向けの支援策とは異なる特性や

ニーズを有することが指摘されている

(Giebel et al., 2020)。また、最初の症状に

気づいてから診断までの期間の場合、高

齢期の認知症に比べて 2 倍長く(Sansoni et 

al., 2016)、症状から施設入所までの期間に

おいても、高齢期認知症者が平均約 4 年

であることに対し、YOD 者は約 9 年と報

告されている(Bakker et al., 2013)。これら

の背景により、若年性認知症の人の場合、

介護に入る前に必要とするサービスやニ

ーズが長期にわたり、多様である可能性

がある。 

若年性認知症と診断された人々に対す

る年齢に応じたサービスの必要性は、多

くの研究、報告書で指摘されている 

(Aspö, Visser, Kivipelto, Boström, & 

Cronfalk, 2023; Baptista et al., 2016; 

Mayrhofer, Mathie, McKeown, Bunn, & 

Goodman, 2018; Millenaar et al., 2016)。若

年発症認知症と診断された人に対する年

齢に応じたサービスとその効果に関する

研究によると (Mayrhofer et al., 2018)、サ

ービス提供・利用により、本人の自宅での

生活が長く維持できることが明らかにな

った。本人や家族への支援におけるサー

ビスの種類は多様で、紹介の仕組みは多

岐にわたり、生活の質への効果が示され

た。適切な情報を適切な時期に提供する

ことは、若年性認知症の人と家族支援に

重要と考えられる。しかし、若年性認知症

の本人やその家族が必要とする情報に関

する知見は乏しい。 

そこで本研究では、若年性認知症を有

する人と家族が求める情報の種類、情報

収集のタイミングや取得方法（情報源）を

明らかにすることを目的とした。また、若

年性認知症の人と家族の情報ニーズを比

較し、共通、相違点について検討した。 

 

B. 研究方法 

1. 対象者 

調査対象は、全国の就労継続支援事業

所、認知症地域支援推進員の 1,887 か所、

若年性認知症支援コーディネーター159

名とした。就労継続支援事業所の場合、本

研究事業の 2 次調査から現在支援してい

る若年性認知症の人数（266 名）を対象と

した。 

 就労継続支援事業所、認知症地域支援

推進員、若年性認知症支援コーディネー

ターに調査票を郵送し、本人および家族

に手渡しを依頼した。 

 調査は 2025 年 10 月～2026 年 2 月まで

実施した。回収数は 219 件であり、その

うち、有効回答数は 148 件であった。有

効回答数の内訳として、就労継続支援事

務所から本人および家族による回答は 33

件、認知症地域支援推進員の場合 92 件、

若年性認知症支援コーディネーターの場

合は 23 件であった【図 1】。 
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図 1 調査対象者のフロー 

 

2. 調査項目 

本人や家族が使用している支援につい

て、どのように情報を得られたか、どのよ

うな情報を希望されているかを先行研究

から検討し、調査票を作成した。 

調査票は、診断後、受けられたサービス

について、相談できる相談先の有無、困っ

ていること、医療・介護等に関する情報の

検索経験、診断直後の有効情報や情報取

得における困難点、基本属性等で構成さ

れた。 

困っていることに関しては、先行研究

を参考にし、認知症やその他の疾患の進

行、気分、ディサービス等のサービスへの

不参加を質問した。また、社会参加の場や

外出する場所の不足、今後の生活への不

安、相談先への不安について質問した。 

情報の種類に関しては、先行研究

(Mayrhofer et al., 2018; 粟田主一, 2020)を

参考に、医療、介護、健康や社会資源にお

ける 13項目を設定した。各項目において、

探した経験（あり・なし）、情報の取得時

期と方法について質問した【表 1】。 

 基本属性としては、回答者の性、年齢、

診断年齢、疾患に気づいた時期等につい

て質問した。 

 

表 1 医療・介護に関する情報の種類と情

報収集の時期、方法に関する調査内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 解析方法 

本研究では、回答の単純集計に加え、回

答者別の解析として、名義変数間の関連

性の検討にはχ2 検定（独立性の検定）を、

連続変数における 2 群間の平均値の有意

差の検討には独立した 2 群の t 検定を実

施 し た 。 統 計 解 析 に は 、 IBM SPSS 

Statistics 27（IBM Corp.）を用いた。 

 

C. 倫理的配慮 

本研究は社会福祉法人仁至会倫理・利

益相反委員会の承認を得て実施した。郵

送の際には、依頼文と研究の目的、個人情

報および結果の取扱等が記述された説明

書、調査票を同封し、回答者への同意を書

面上に取得した（承認番号 0503-3）。 

 

D. 研究結果 

1. 回答者の特性 

回答者は本人が 26.1%、配偶者が 50.7%、

子どもや親、その他が 18.5%であった。回

答者の年齢は本人 58.4 歳（±9.4 歳）、配

情報
探したこ

とある
方法 いつ

1 初期症状 ある インターネット 診断目

2 病気の症状や進行 ない チラシ、本 診断直後

3 治療方法や薬 役場や包括 診断から症状が進行した後

4 専門医、専門病院 病院 時期関わらず今も

5 介護保険サービス 知人、友人 その他

6 障害年金など経済的支援 若年性認知症支援C

7 全般的な医療相談窓口 その他

8 就労相談窓口

9 全般的な介護相談窓口

10 介護方法

11 家族会

12 認知症カフェ等社会資源

13 健康維持*
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偶者 60.6 歳（±6.7 歳）、子供や親等含む

その他 59.1 歳（±16.5 歳）であった。同

居人数は 2.6 名で、1 人暮らしは 15.3%を

占めた（表 2）。若年性認知症に関する情

報をみると、診断推定年齢は 55.7 歳（±

6.4 歳）であり、診断名としてはアルツハ

イマー型認知症が 73.8%と最も多かった

【表 2】。 

 

表 2 回答者の特性 

    n % 

協力先か

らの回答 

認知症地域

支援推進員 

90 61.6 

  就労継続支

援事業所 

33 22.6 

  若年性認知

症支援コー

ディネータ

ー 

23 15.8 

回答者 本人 37 26.1 

  配偶者 72 50.7 

  子ども、親

等 

33 23.2 

回答者の      本人 58.4 9.4 

年齢  配偶者 60.6 6.7 

 m, SD その他 59.1 16.5 

同居人数 

 m, SD 

(1-7 名） 2.6 1.2 

一人暮ら

し 

  22 15.3 

診断時推

定年齢    

m, SD 55.7 6.4 

診断名 アルツハイ

マー型 

107 73.8 

 

2. 現在困っていること、探したことのあ

る情報について 

現在、困っていることについて、回答の

割合を示す。上位 4位をみると、「認知症

の進行」が 71.4%で最も多く、次いで「今

後の生活、経済状況への不安」が 60.7%、

「社会参加の場が不足」が 37.1%、「外出

できる場がない」が 24.3%であげられた

【図 2】。 

 

図 2 困っていることに関する回答の割合 

 

必要な情報として、探したことのある

情報については、13 項目すべてにおいて、

６割以上の人が探したことがあると答え

た。回答のうち、上位 4 位をみると、「病

気の症状や進行」に関する情報が 89.6%と

最も多かった。次いで「初期症状に対する

情報」が 86.7%、「治療方法や薬」に関す

る情報が 86.2%、「障害年金などの経済的

支援」に関する情報が 85.3%であり、8 割

以上を占めた【図 3】。 

 



89 

 

 

図 3 情報収集の経験に関する回答の割合 

 

3. 探したことのある情報の検索方法、検

索時期について 

 探した経験のある情報別に、どのよう

に、いつ頃検索したかを調べた。情報の種

類から「医療・疾患関連」、「介護・経済

的支援」、「社会的支援・健康」に関する

情報に分け、結果をまとめた。情報の検索

時期に関しては、上位 2位までを示した。 

 

【医療、疾患関連の情報】 

初期症状に関する情報の検索時期に関

しては、診断直後（49.4%）、診断前（34.2%）

が多かった。取得方法としては、web、病

院、役場や地域包括支援センターからの

情報取得が多くみられた【図 4-1】。 

 症状や進行に関する情報の検索時期に

関しては、診断前（42.7%）が多く、次い

で、診断から症状が進行した後も診断時

期に関わらず今も時々検索していた。治

療方法や薬に関する情報は診断直後

（46.8%）が多く、診断から症状が進行し

た後も診断時期に関わらず今も時々検索

していた。専門家や病院に関する情報は

診断直後（40.9%）、診断前（31.8%）が多

かった。上記 3つの情報に関しては、web、

病院が多く、役場や地域包括支援センタ

ーからの情報取得も多かった【図 4-2～4】。 

全般的な医療相談窓口に関する情報は、

診断直後（47.5%）で多く、診断から症状

が進行した後も情報収集が多かった。取

得方法としては、役場や地域包括支援セ

ンター、web からが多かった【図 4-5】。 

 

図 4-1 初期症状に関する情報の取得方法 

 

図 4-2 病気の症状や進行に関する情報の

取得方法 

 

図 4-3 治療方法や薬に関する情報の取得

方法 
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図 4-4 専門医や病院に関する情報の取得

方法 

 

図 4-5 全般的な医療相談窓口に関する情

報の取得方法 

 

【介護、経済的支援関連の情報】 

介護保険サービスに関する情報は、診

断から症状が進行した後（37.0%）、診断直

後（30.1%）が多かった。全般的な介護相

談窓口に関する情報は、診断直後（39.9%）、

診断から症状が進行した後（37.3%）であ

った。介護方法は、診断から症状が進行し

た後（36.4%）、診断後の時期に関わらず、

今も時々検索を行っていた（34.5%）。 

介護に関する情報は役場や地域包括支

援センターからの情報取得が多く、病院、

webからも多い傾向があった【図 5-1～3】。 

障害年金などの経済的支援に関する序

不応は診断直後（51.4%）が多く、次いで

診断から症状の進行した後（26.4%）であ

った。就労相談窓口においても同様であ

り、診断直後（56.6%）、診断から症状の進

行した後（30.2%）であった。 

経済的支援に関する情報は役場や地域

包括支援センター、若年性認知症支援コ

ーディネーター、web からの情報取得が多

い傾向があった【図 5-4～5】。 

図 5-1 介護保険サービスに関する情報の

取得方法 

 

図 5-2 全般的な介護相談窓口に関する情

報の取得方法 

 

図 5-3 介護方法に関する情報の取得方法 

 

図 5-4 経済的支援情報に関する取得方法 
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図 5-5 就労相談窓口に関する取得方法 

 

【社会的資源、健康関連の情報】 

家族会に関する情報は診断直後（50.8%）

が多く、診断から症状が進行した後も多

かった（30.5%）。認知症カフェ等の社会資

源に関する情報も同様であり、診断直後

（46.0%）、診断から症状が進行した後が

多くみられた（33.3%）。 

社会的資源に関する情報は役場や地域

包括支援センター、若年性認知症支援コ

ーディネーターから情報を取得していた

【図 6-1～2】。 

 

図 6-1 家族会に関する情報の取得方法 

 

図 6-2 認知症カフェ等の社会資源に関す

る情報の取得方法 

 

健康に関する情報では、情報取得の方

法と取得する内容についてまとめた。情

報取得は web、病院、役場や地域包括支援

センターが多かった【図 6-3】。情報の種

類に関しては、栄養、趣味活動のできる場

所認知症にやさしいお出掛けできる場所

が多かった【図 6-4】。 

 

図 6-3 健康維持に関する情報の取得方法 

 

 

図 6-4 健康維持に関する検索内容 

 

4. 本人、家族（その他を含む）の情報ニ

ーズに関する共通、相違点について 

 若年性認知症の本人や家族等が必要と

している情報について、本人と家族（その

他）に分けて検定を行った。 

本人と家族・その他の情報ニーズにお

いて、初期症状（p=0.001）、介護保険サー

6.3

19.0

34.9

42.9

46.0

認知症にやさしい買い物

できる場所

その他

認知症にやさしいお出か

けできる場所

趣味活動できる場所

栄養
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ビス（p<0.001）、全般的な介護総合窓口

（p<0.001）、介護方法（p<0.001）、家族会

（p=0.002）に関する情報で有意な差が認

められた。そのほかの項目に関しては有

意な差が認められなかった【表 3】。 

 

表 3 本人と家族・その他における情報ニ

ーズの比較 

  本人 
家族、

その他 
ｐ 

初期症状 68.6 92.3 0.001 

病気の症状や進行 80.0 92.4 0.083 

治療方法や薬 77.8 89.5 0.134 

専門医や病院 69.4 75.2 0.644 

介護保険サービス 48.6 86.5 <0.001 

障害年金等の経済

的支援 
74.3 88.5 0.080 

全般的な医療相談

窓口 
62.9 74.3 0.280 

就労相談窓口 57.1 61.5 0.795 

全般的な介護相談

窓口 
41.2 78.8 <0.001 

介護方法 35.3 74.5 <0.001 

家族会 45.7 76.2 0.002 

認知症カフェ等の

社会資源 
62.9 72.4 0.394 

健康維持 57.1 76.2 0.052 

 

E. 考察 

本研究では、若年性認知症の人とその

家族等が必要とする情報および、その情

報収集の時期・方法を明らかにした。また、

本人や家族・その他における情報ニーズ

を比較し、相違・共通点を示した。 

若年性認知症の困っていることについ

ては、認知症の進行、今後の生活への不安、

社会参加の場の不足が多かった。必要な

情報では、13 項目のすべての情報におい

て、6 割以上の人が探した経験があると答

えた。この結果は先行研究と同様であり、

若年性認知症の本人、家族が必要として

いる情報は多方面的であることが明らか

になった。 

情報収集の時期では、医療・疾患に関す

る情報は、診断直後が最も多かった。一方、

初期症状や専門医や病院に関する情報収

集の経験は診断前も３割以上であった。

若年性認知症の場合、高齢期の認知症に

比べて最初の症状に気づいてから診断ま

での期間が長いことが報告されている

(Sansoni et al., 2016)。先行研究によると、

若年性認知症と疑われていた人の最も一

般的な初期診断名は精神疾患である

(Panegyres & Frencham, 2007)。また、若年

性認知症の人にうつ症状の発症率は高く、

これにより診断の遅延が生じる可能性が

指摘されている(Rosness, Barca, & Engedal, 

2010)。本研究では検証が難しいものの、

複数の医療機関における受診の必要性が

生じる可能性があり、診断前に医療・疾患、

病院に関する情報収集は多いことが推測

される。 

介護保険サービスや経済的支援、就労

相談は診断直後、症状が進行した後で多

く、社会的資源や健康維持に関する情報

は診断直後から継続的に情報収集してい
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る傾向が確認された。 

情報の収集方法としては、医療、介護、

経済的支援、社会的資源のすべての情報

において、web（インターネット）からの

情報収集が幅広く活用されていた。症状・

疾患の情報は医療機関、介護や社会的資

源は役場や地域包括支援センター、就労

相談や社会的資源は若年性認知症支援コ

ーディネーターからも取得していた。情

報を検索する方法として、インターネッ

トは幅広く活用されており、インターネ

ットを用いた情報発信は幅広い情報の発

信に有用である可能性が示された。若年

性認知症の家族に対し、オンライン情報

提供とサポートプログラムによる介入研

究では、受け入れやすさが報告されてお

り、既存のサービスを補完するものとし

て活用できる可能性が示された(Metcalfe 

et al., 2019)。インターネットを用いた情報

発信およびサポートは、アクセスを容易

にし、地理的バリアーの軽減により、従来

の支援形態の代替案になる可能性がある。 

一方で、専門家や行政機関からの情報

提供も求められており、情報の種類別に

発信方法の工夫の必要性が示された。 

健康に関する情報は、インターネット

からの収集が多く、栄養、趣味活動に関す

る情報、お出かけの場所等における情報

収集が多かった。外出できる場所におけ

るニーズの高さが示された。 

各情報別で本人、家族・その他間の比較

を行った結果、初期症状、介護保険サービ

ス、介護相談窓口、家族会に関する情報で

は、家族等回答者の方が本人より探した

ことのある割合が有意に高かった。疾患

の進行や治療、専門医や病院に関する情

報、経済的支援に関する情報は本人と家

族・その他で有意な差はみられなかった。

また、認知症カフェなどの社会資源や健

康維持に関しても有意な差は認められな

かった。本人や家族における社会心理的

介入における先行研究では、例えば、職

場・職業を用いた介入は目的意識の向上

のみならず、地域社会とのつながり、ネッ

トワークづくりの手段であることが指摘

された(Richardson et al., 2016)。非薬理学

的介入に関するレビューでは、介入実施

は家族間のコミュニケーションの促進や、

介護の自己効力感の改善からの負担感軽

減などが示唆された(Cui et al., 2024)。これ

らの先行研究から、社会資源などの情報

提供により、社会参加の支援・実現が可能

と考えられる。さらに、社会参加の支援は

本人と家族のQOL増進に寄与する可能性

があり、情報支援の重要性が示された。 

 

F. 結論 

 若年性認知症の人とその家族等が必

要とする情報と、情報別の収集時期・収集

方法における結果により、若年性認知症

の本人、家族が必要としている情報は多

方面的であることが明らかになった。ま

た、全般的に情報ニーズは高いものの、診

断前後で異なる情報ニーズを持っている

ことが示唆された。特に、診断直後は病状

に関する情報、診断後は生活支援に関す

る具体的な情報が必要とされていること

が明らかになった。情報の収集方法とし

ては、インターネットが幅広く使用され

ており、インターネットを活用した情報

発信の重要性が示される一方、情報の種

類によっては、専門家や行政機関からの



94 

 

提供が求められていることが確認できた。 

本人、家族の情報ニーズからは、両群で

必要としている情報が明らかになった。

また、両群とも医療や介護、社会的資源に

関する情報ニーズが高く、情報支援の必

要性が示唆された。 

 

G. 研究発表 

学会発表 

李相侖，齊藤千晶，山口友佑，工藤純平，

鷲見幸彦：地域包括支援センターに

おける若年性認知症を有する者の社

会参加の支援状況－困難や他施設連

携との関連-．第25回日本認知症ケア

学会，2024.6.15-6.16，東京（口頭）． 

齊藤千晶，李相侖，山口友佑，工藤純平，

鷲見幸彦：市町村における若年性認

知症の人の支援推進に必要な方策の

検討-若年性認知症支援コーディネ

ーターの視点から-．第25回日本認知

症ケア学会，2024.6.15-6.16，東京（口

頭）． 

齊藤千晶，李相侖，山口友佑，鷲見幸彦.

地域包括支援センターの若年性認知

症者への支援-支援コーディネータ

ーとの連携-．第43回日本認知症学会，

2024.11.21-11.23，福島（ポスター）． 
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（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和７年 ５月 １４日 
                                               

 厚生労働大臣  殿                                                                           
                                  
                              機関名 社会福祉法人 仁至会 

 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名  加知  輝彦       
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名   認知症政策研究事業                            

２．研究課題名  若年性認知症の病態・支援等に関する実態把握と適切な治療及び支援につなぐ  

プロセスの構築に資する研究（23GB1002）      

３．研究者名  （所属部署・職名） 認知症介護研究・研修大府センター 研究部 主任研究主幹  

    （氏名・フリガナ）  齊藤 千晶 （サイトウ チアキ）             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 社会福祉法人 仁至会 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                                         

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                                       

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                                         

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：             ）                      

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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令和 7 年 4 月 1日 
厚生労働大臣 殿 
                                                                            

                            機関名  国立大学法人金沢大学 
  
                     所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                     
                             氏 名 和田 隆志           
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  認知症政策研究事業                                         

２．研究課題名  若年性認知症の病態・支援等に関する実態把握と適切な治療及び支援につなぐプロセス

の構築に資する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）医薬保健研究域保健学系 ・ 教授                                  

    （氏名・フリガナ） 表 志津子 ・ オモテ シズコ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
■   □ ■ 

社会福祉法人仁至会、金沢大

学 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：        ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：  ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。
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別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和７年 ５月 １４日 
                                               

 厚生労働大臣  殿                                                                           
                                  
                              機関名 社会福祉法人 仁至会 

 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名  加知  輝彦       
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名   認知症政策研究事業                            

２．研究課題名  若年性認知症の病態・支援等に関する実態把握と適切な治療及び支援につなぐ  

プロセスの構築に資する研究（23GB1002）      

３．研究者名  （所属部署・職名） 認知症介護研究・研修大府センター 研究部 部長  

    （氏名・フリガナ）  李 相侖 （イ サンユン）             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 社会福祉法人 仁至会 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                                         

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                                       

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                                         

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：             ）                      

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 


